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電磁波環境訴訟の理論と争点（中）
~特に米国法における展開について－

永野秀雄
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決
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３.レイダー・ガンから発生する電磁波による

人身損害賠償請求訴訟

４.ＶＤＴ(ビデオ表示端末)から発生する電磁

波による人身損害賠償請求訴訟

５.連邦不法行為法に基づく人身損害賠償請求

訴訟

Ｒ人身損害賠償請求訴訟の今後の見通し

（以上、１号）

3章労働者災害補償法上の請求

Ａ労働環境における電磁波と連邦職業安全衛生

法の適用

Ｂ・電磁波による身体的損害に対する労働者災害

補悩法の適用

１.米国における労働者災害補倹法の概観

２.電磁波に関する具体的請求事例の検討

ａ・Daytonv､BoemgCo,判決

ｂ,StromvBoemg事件

clnreBrewer事件
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ｅ,電磁波労災補償給付諮求事件の傾向

4章不法侵害・私的ニューサンスに基づく不動

産損害賠倣請求訴訟

Ａ不法侵害訴訟
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２.不法侵害訴訟の概観

ａ・不法侵害とは何か

1章はじめに

2章人身損害賠償請求訴訟

Ａ請求原因

１.過失責任

２.製造物責任

ａ･厳格責任と欠陥類型

ｈ電力は製造物か役務の提供か

ｃ,電力がどの時点で流通過程に入るかに関

する判断基準

ｄ・電力供給の規制緩和による判断基準への

影響

３.異常に危険な活動に起因する厳格責任

Ｂ・事実的因果関係の立証

１.専門家証言の必要性と許容性

２.FYye基準

３.連邦証拠規則702条とDaubert判決の意義

４.Daubert判決の電磁波環境訴訟に対する意

義

Ｃ・損害賠償

１.懲罰的損害賠償
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苦痛に対する損害賠償
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Ｅ､具体的訴訟の検討
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よる人身損害賠償請求訴訟
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ａ､オレゴン州最高裁によるニューサンスに

よる逆収用法理

ｂ,州憲法における損害条項に基づく判例法

理

ｃ,ニューサンスによる逆収用法理の電磁波

現境訴訟への適用可能性

（以上、本号）

6章送電線および携帯電話・PHSアンテナ施設

（基地局）の建設差止請求訴訟

7章日本における電磁波関連訴訟への示唆

ｂ・実質的損害賠償が認められるための要件

と被告による抗弁

ｃ・継続的不法侵害に対する差止請求

３.電磁波環境訴訟への不法侵害請求の適用可

能性

ａ,故意の要件

ｂ,不動産に対する実質的侵害要件

ｃ,継続的不法侵害に対する差止請求

４.不法侵害が電磁波環境訴訟で主張された判

例の検討

ａ・実質的侵害要件に関する判例

ｂ,学校に近接する高圧送電線計画に関する

判例

ｃ､公共事業委員会による排他的管轄権の有

無に関する判例

Ｂ・私的ニューサンス

１.私的ニューサンスの意義

２.故意によるニューサンスにおける立証

３.私的ニューサンスが電磁波環境訴訟で主張

された判例の検討

Ｃ・不動産損害に関する電磁波環境訴訟と出訴期

限法・エクイティ上の消滅時効

5章電磁波関連施設建設のための公用収用によ

る不動産価値下落の損失補償請求訴訟

Ａはじめに

Ｂ､電力会社による公用収用法理の概説

Ｃ､3つの判例法理

１.少数判例法理

ａ・アラバマ州における少数判例法理

ｂ,イリノイ州における少数判例法理

２.中間的判例法理

３.多数判例法理

ａ,フロリダ州における判例変更

ｂ､ニューヨーク州における判例変更

･カンザス州における判例変更

。､核廃棄物輸送道路判決

(1)CityofSantaFevKomis判決の概要
(2)本判決に導入された証拠に関する判断

４.公用収用判例の特徴

Ｄ・逆収用訴訟の理論的可能性

１.連邦最高裁による収用法理の限界

２.空中地役権による収用法理

３.ニューサンスによる逆収用法理

3章労働者災害補償法上の請求圏

A・労働環境における電磁波と連邦職業安全衛生法

の適用

電磁波が職場における労働者に対して危険をも

たらす可能性がある場合、①事前に想定しうるリ

スクから労働者を保護しようとする労働安全衛生

法による規制が適用されるかどうかという問題と、

②実際に電磁波による損害が起さた場合に労働者

災害補償法が適用されるか否かの問題とを分けて

考えることができる。本章では、労働者災害補償

法に焦点を当てて考察するが、その前に米国にお

ける労働安全衛生法規が電磁波環境をどのように

規制しているかにつき概観しておきたい。

米国では、連邦職業安全衛生法（theOccupaP

tionalSafetyandHealthActofl970)(銅が労働環
境を包括的に規定する連邦レベルでの立法として

存在している。個々の使用者は、本法の5条(a)項

により、①被用者に、死亡もしくは重大な人身上

の危害を引き起こす、あるいは引き起こすであろ

うと認識される危険のない業務および業務遂行場

所を提供する義務（一般的義務）と、②本法の下

で公布された労働安全衛生基準を遵守する義務

(特定基準遵守義務）とを負っている回)。前者の

一般的義務は、全ての職場における労働環境をカ

バーする具体的な労働安全衛生基準の完全整備は

期待できないとの考えから、特に具体的な基準が

定められていない場合であっても、使用者に安全

衛生上の僻怠があれば、一般的義務違反を追求す

る目的で規定されたもので、具体的な労働安全衛
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生基準に対して補完的な役割を果たすものであ

る(鍋8%もちろん、具体的な労働安全衛生基準が定

められている場合にはそちらが優先し、一般的義

務に対する違反が問われることはない｡

このため、まず同法において、本稿で問題とし

ている種類・レベルの電磁波に関する特定基準が

制定されているかどうかが問題となるが、現在の

ところ、具体的規制はなされていない(麹)。すなわ

ち、同法では、労働環境における非イオン化放射

(nonPionizingradiation）についての規定はあるも

のの(300)、これはラジオ周波（radiofiCquencies)に

関する電磁放射(electromagneticradiation）に対

する規制であって、ここで問題としている電磁波

被害に当てはまるものではない。さらに、これら

の規定は、継続的および断続的曝露に対する強制

力のない「勧告的(advisory)」基準にすぎない(301)。

そこで、特定基準遵守義務がない現状において、

はたして使用者が一般的義務として、電磁波によ

る身体的被害から労働者を保護する義務を負って

いるか否かが問題となる。使用者がこの一般的義

務に違反しているというためには、労働省長官は、

①使用者が安全な労働環境を提供できなかったこ

と、②問題となっている危険が、当該使用者によ

り認識されていたか、あるいは、その使用者が属

する産業において一般的に認識されていたもので

あること、③その危険が、死亡もしくは重大な人

身損害を引き起こした、あるいは、引き起こした

であろうこと、④当該使用者が、この危険を排除

する､あるいは､実質的に減少させる実行可能な手

段が存在したこと、を立証しなければならない(302)。

現時点における電磁場に関する情報や科学的知

識に基づく限り、労働省長官は、これらの4要件

のうち、第２の危険に関する認識要件および、第

３の現実の損害の存在あるいは蓋然性について立

証するのは難しく、また、第４要件についても、

おそらく困難であると思われる。まず、第２要件

の危険に関する認識要件は、立証が困難である。

なぜなら、レーダーやその他の軍事用の放射能放

出（mdiationemission）に対する曝露等の事例を

別にすれば、多くの産業では、一般的に、本稿で

問題としてきたレベルの電磁波の危険性が十分に

認識されているとは言えないためである。第３要

件の現実の損害あるいはその蓋然性についても、

本稿で既に見てきたように、本稿で主たる対象と

してきたレベルの電磁波により身体的損害が発生

するという因果関係が、現在の科学的研究や調査

に基づいて確定的に立証されているわけではない。

そして、第４要件についても、科学的知見により

電磁波による身体的損害が起きるという因果関係

が確証されない限り、この危険性に対処するため

の具体的防止策を論じることは困難である。この

ため、電磁波の身体的影響に関する今後の研究に

より、その科学的因果関係が明らかにならない限

り、使用者に対して、連邦職業安全衛生法上の一

般的義務を追求することはできないと言える。

このように、電磁波がもたらすリスクから、連

邦職業安全衛生法により労働者を保護することが

できない現状においては、事後的な補償、すなわ

ち、労働者災害補償法の適用による救済の有無が

大きな課題となる。以下では、この問題を検討し
ていく。

Ｂ電磁波による身体的損害に対する労働者災害補

償法の適用

1.米国における労働者災害補償法の概観

米国の労働者災害補償制度は、連邦管轄となる

特定の被用者と一定の職域分野を除けば、現在で

も州法に委ねられている。労災補償制度は州ごと

に異なっているので、以下では、電磁波に起因す

ると主張された具体的な労働災害事件を検討する

前提として、その基本的特徴だけを概観しておく。

まず、労災補償の対象となるためには、わが国

と同様に、業務遂行性(303)と業務起因性(鋼)とが必

要とされる。使用者の過失は問題とならない。ま

た、職業病も補償の対象となり、その範囲の確定

のために｢雇用から生じた疾病｣等の要件が一般的

に課されている。州によっては、特定の職業病と

職種との関連について、例示的に一定の疾病を列

挙する特別規定などを設けることで、因果関係の

立証責任を軽減している場合もある(305)。電磁波に

起因した労働災害を立証しようとする場合、ガン

や白血病などの疾病が対象となることが多いため、

雇用から生じたという業務起因性に関する因果関
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害が対象となっており、原告の主張する損害の原

因となった電磁波パルス（electromagneticpuUs

es）が含まれていないため、原告の損害は、この

職業病法によりカバーされるものではないと主張

した(3,1゜この原告の主張に対して、裁判所は、放

射線障害を規定する条文の文言は、その目的から

解釈すると、原告の主張するような限定解釈を認

めることは適切ではなく、原告の被った損害はこ

れに該当し、職業病としてカバーされるとして、

コモンロー上の救済は認められないと判示した(3121。

係の立証が最も大きな焦点になると考えられる.

米国の労災補償制度がわが国のものと大きく異

なる点は、労災補償が労働災害に対する排他的救

済とされている点である。すなわち、当該災害が

使用者の故意や通常ありえないようなレベルの過

失により起きた場合にのみ、労災補償より大きな

賠償が得られる不法行為による民事損害賠償請求

が認められ、それ以外の場合には労災補償による

補償しか認められないのである。このため、原告

たる被用者あるいはその遺族は、しばしば、当該

損害は州労災法の適用除外となる事例であって、

不法行為法上の民事損害賠償請求が認められると

いう主張を行うのである(醜し b・StromvBoeing事件

このStromv・Boeing事件(313)は、公刊されてい

る判例ではないため、ここでは簡単な紹介にとど

めたい。これは、1988年にボーイング社の被用者

であるRobertStromが、Ｍｘミサイル製造業務に

従事しているときに、同社からこれから生じる放

射能（radiation）は安全であるとの誤った情報を

与えられて電磁パルス放射（electromagnetic

pulseradiation）に曝露した結果、白血病に罹患
したとして、800万ドルの損害賠償を求める訴訟

を起したものである(３Ｍ)。

1989年10月､裁判所は、業務の遂行上、電磁

パルス放射にこれまで曝露してきた、あるいは今

後曝露することが予想される約700名のボーイン

グ社の被用者に対して、クラスアクションにおけ

るクラスの認定を求める申立を認めた(3'5％しかし、

第一審が開始される２日前に、ボーイング社は、

①原告と50万ドルで和解するとともに、②会社か

ら独立した地位にある医師により、他の700人の

被用者の健康状態をモーターするために必要な費

用をカバーするための20万ドルのファンドを設立

し、さらに、③今後約10年間にわたって当該被用

者への特別健康診断プログラムの設立を約束して

決着をみた。また、同社は、その後、問題となっ

たミサイル製造業務について、その遂行方法を変

更した(3'6)。

この事件の場合には、他の電磁波による身体的

損害賠償の事件と異なり、より強いレベルの電磁

パルス放射が原因となった点で区別する必要があ

るが、電磁パルス放射がガンの発生の原因である

2.電磁波に関する具体的請求事例の検討

aDaytonvBoeingCo､判決

DaytonvBoemgCo､判決(307)は、1975年に、ボ
ーイング社の元被用者が、電磁パルス（electro‐

magneticpulse）とレイザー放射（laserradiation）
に曝露したことによる損害賠償を求めて連邦地裁

に訴えを起こした民事損害賠償請求事件であ

る(麺)。原告は、本件において主張する損害は、州

の労働者災害補償法の対象とはならず、コモンロ

ー上の民事損害賠償請求が可能なものであると主

張した。これに対して、被告会社は、①被告は労

働者災害補償法の適用対象となる使用者であり、

かつ、②原告の主張する損害は、原告が雇用され

ていたモンタナ州およびミズーリ州における職業

病法の適用対象であるため、原告の請求は、これ

らの立法に基づく請求に限定され、コモンローに

基づく民事損害賠償請求は排除されると主張し

た(30,)。

裁判所は、まず原告の主張する損害は、ミズー

リ州労働者災害補償法に規定される一部障害

(partiallydisabled）に該当し、コモンローに基づ

く出訴が排除されると判示した(310％

原告は、また、ミズーリ州労災法における「放

射線障害（radiationdisability)」という定義にお

いては、放射能（radioactive)、エックス線（x‐

rays)、イオン放射（ionizingradiation）による損
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市電力会社でケーブル接続業務担当者および電気

工事技士として約7年間にわたり勤務していたと

きに、電磁波に曝露したため白血病となったこと

が原因であると主張した(319)。ワシントン州労働産

業省は、この請求を1992年に否定した。ワシント

ン州労働者災害補傾上訴委員会は、労働産業省

による決定を支持し、電磁波が当該被用者の白血

病を引き起こしたものではないとの決定を下し

た(320)。

と主張できる可能性を残すしたことに意義がある。

GlnreBrewer事件

InreBrewer事件ｌ３ｌ７)は、ワシントン州タコマに

あるKaiserA1uminum社の電解室（thepotroom）

における業務に17年間にわたり従事してきた被用

者が、自らが罹患したガンは、当該業務に伴う電

磁波曝露により起きたとして労災補償給付請求を

行った事件である。この事件も公刊された判例で

はないので、簡潔な記述にとどめたい。

この事件では、原告を診断した医師が、電磁波

曝露の結果によりガンが発生したと結論づけたこ

とから、ワシントン州労働産業省は、本件謂求に

おいては労災請求に必要な因果関係に関する十分

な立証基準（themoreProbablethannotstandard

ofcausation）が満たされているとして、同請求を

認めた。これは、米国において公的に電磁波がガ

ンを引き起こす原因であるとする因果関係を認め

た最初の決定であると言われている。会社側は上

訴する予定であると報じられていたが、現在まで、

公刊された判決が出ていないことからすると、上

訴を取り下げたか、和解したものと思われる。

この事件も、本稿で主たる問題として取り上げ

ている電磁波よりも強いレベルのものが原因とな

っている。しかしながら、通常の不法行為訴訟よ

りは因果関係の立証基準が緩和されている労働者

災害補償法における判断基準のもとでは、一定以

上の強さの電磁波とガンとの因果関係が認められ

たという意義がある。

e・電磁波労災補償給付請求事件の傾向

このように、これまで法律論文等で取り上げら

れてきた電磁波関連の労災補償給付請求事件や民

事損害賠償請求事件をみると、Ｍｘミサイル製造

業務に関するStromvBoeing事件(32〃での和解、

アルミニウム会社の電解室での業務による電磁波

曝露がガンの原因として認定されたInreBrewer

事件(3劃のように、レイザー放射等の強いレベルの

ものに曝露したことによる請求は認められる傾向

にある。しかし、一定レベル以上の電磁波による

損害であっても、DaytonvBoeingCo,判決(麺)の

ように、州労災法によりカバーされるとして、民

事損害賠悩請求は否定されるものも見られる。

本稿で主として対象としているレベルの電磁波

に関しては、ケーブル接続業務に従事したことで

白血病になったと主張されたPilisukMSeatUeCity

Light事件(麹)が挙げられるが、そこでは、その事

実的因果関係が否定されている。このように見る

と、このレベルの電磁波に関する現在の科学研究

および医学研究による証拠に基づく限り、労災請

求において緩和されている因果関係の立証基準の

下においても、電磁波に起因する身体的損害につ

いての因果関係を立証することは困難であるとい

えよう。

dPilisukv・SeattleCityLight事件

Pnisukv・SeatUeCityLight事件(3181は、米国に

おける電磁波関連の労災請求事件として最も著名

なものの一つとされている。しかし、この事件も

公刊された判例ではないので、その概要を記述す

るにとどめる。

本件は、1991年に死亡した被用者の過族である

RobertaPilisukによる労災補償給付請求事件であ

る。本件請求者は、夫が死亡したのは、シアトル

4章不法侵害・私的ニューサンスに基づく不動

産損害賠償請求訴訟(麺）

これまで、電磁波環境訴訟のうち、人身損害に

伴う請求、すなわち、人身損害賠償請求訴訟と労
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働者災害補償法における請求を見てきたが、この

章では、コモンローに基づく不動産に関する損害

賠償請求を検討する。この類型の訴訟では、送電

線から生じる電磁波に関する訴訟が考察対象とな

る。コモンローにおける不動産損害賠償請求訴訟

の主な訴因としては不法侵害と私的ニューサンス

が存在するが、ここではまず、不法侵害に基づく

請求について見た後、私的ニューサンスによる請

求を検討する。

なお、公用収用に伴う損失補償については、次

の5章で検討するものとする。

2.不法侵害訴訟の概観

ａ不法侵害とは何か

不法侵害訴訟とは、故意あるいは過失による他

者の所有する土地への侵入、すなわち、土地の排

他的所有（exdusivepossessionofland）に対す

る不法な物理的侵入を意味する(麺)。なお、以下で

は、故意による不法侵害（intentionaltrespass）

に限って考察を進める。過失による不法侵害(neg

Ugenttrespass）については考察しない。なぜな

ら、前述した不法侵害訴訟によるメリットは、多

くの法域において故意による不法侵害において認

めらるものが多いためであり、また、過失による

不法侵害の法理は、後で検証するニューサンスと

の差異が必ずしも明確ではなく、法域によりかな

りの差異があるためである。

歴史的には、「すべての種類の不法侵害は…．

不法侵害者の行為が平和的秩序の破壊として捉え

られていたため、刑事法の下での制裁に服してい

た｣(調３１。今日の民事不法行為訴訟における不法侵

害は、必ずしも犯罪を構成するものではないが、

その歴史的由来と土地所有者の排他的権利を守ろ

うとする意図から、実際の損害が原告の不動産に

生じていない場合であっても、名目的損害賠償

(nominaldamages）が認められている〈熱し

A･不法侵害訴訟

1.不法侵害を主張するメリット

送電線等から生じる電磁波環境被害を不動産に

対する損害として主張する場合、次章で述べる公

用収用に対する損失補償を求める訴訟を提起すれ

ば、当該不動産の市場価値の下落について補恢を

得られる可能性が高い。それでは、なぜ電磁波環

境訴訟において不法侵害（trespass）に基づく請

求をするのかと言えば、もしもこの請求により実

質的損害があったと認められる場合には、損害賠

償等に関する大きなメリットがあるためである。

まず、不法侵害が立証された場合には、たとえ

被告が不法侵害により当該不動産に対して実質的

な損害が起きることが予想しえなかった場合でも、

損害賠償責任が課される場合があることが挙げら

れる(麺)。第２に、陪審によって精神的損害賠償が

認められる可能性があることから(")、より大きな

損害賠恢の獲得が期待できる(3躯も第３に、故意に

よる不法侵害（intentional位espass）の場合には、

懲罰的損害賠償も認められている(麹)。第４に継続

的不法侵害の場合には、差止が認められる可能性

がある1330Ｌそして、第５に、不法侵害訴訟の場合

には、一般に州の出訴期限法において、より長い

出訴期間が認められている(33叩。

そこで、以下、不法侵害請求訴訟の要件や抗弁

について概観したあと、この請求が電磁波環境訴

訟において適用可能性がどの程度あるのかについ

て検討する。

b､実質的損害賠償が認められるための要件と

被告による抗弁

故意による不法侵害に基づく訴訟において、名

目的損害賠償を超え実質的な損害賠償を得るため

には、被告に故意（intent）があったこと(錘)、お

よび、「土地に対して実際に損害をもたらす侵害

(anactionableinvasionofland)｣(麺)があったこと

の双方を立証する必要がある。

この故意に関する要件は、被告が他者の財産に

ついて接触（contact）したことを立証すれば満た

されることになる⑬釘)。このため、たとえ被告が、

原告の所有する不動産に対して実際の危害を加え

る意図がなくとも、この故意の要件は満たされる

ことになる'錘もよって、この故意に関する要件を
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ない考えに沿った判例も多数も存在している關。

ここで、被告による抗弁も見ておきたい。不法

侵害訴訟において、原告による侵害に対する同意

(consent）が存在する場合は、十分な抗弁の余地

がある(鋼7%このため、送電線の建設対象地に対し

て、同意の上で地役権が設定された場合には、不

法侵害が成立する可能性が低い。また、これと類

似する抗弁として、被告が、当該侵入について、

当該不動産所有者からなんらの反対もないものと

信じていた場合には、錯誤（mistake）を主張す

る可能性がある(麺)。

立証することは、さほど困難ではない。

これに対して、原告の所有する不動産に対する

実質的損害をもたらす侵害の存在を求める要件を

立証することは、必ずしも容易ではない。特に電

磁波環境訴訟については、困難な場合が多い。な

ぜならば、一部の法域において、被告による侵害

は可視的なもの（可視基準)、あるいは一定の体

積を持つたものよる侵入でなければならない（特

定体租基準）とされているためである(鍋，)。このよ

うな法域にあっては、物的実体のある侵害が存在

しない場合には、原告の所有する不動産に対する

侵害は、成立しない。このため、いくつかの判例

では、光、振動、あるいは騒音を他者の土地に対

して侵入させたとしても、不法侵害は成立しない

と判示されている(瓢０１。この立場は、伝統的な判例

法理を踏襲したものと言えよう。

その一方で、一部の法域においては、その侵害

が、ガス、粒子、波（waves）などの不可視なも

のや一定の体繭を持たないものであっても、これ

らが他者の所有する土地の上に進入した場合には、

不法侵害の成立を認めるリベラルな立場をとる判

例も存在する。このような立場を明示した判例と

して、オレゴン州最高裁によるMartinv・Reyno1ds

MetalsCo・判決(鋼!)が著名である。この事件では、

被告のアルミ精製プラントから発散した目に見え

ないフッ素化合物が原告の牧畜場に蓄積されたこ

とが不法侵害を構成するか否かが主たる争点とな

った(鋼2)。被告は「特定体積基準（adimensional

test)」を満たさないすべての侵害はニューサンス

であって、不法侵害を構成するものではないと主

張した(灘３１。裁判所は、不法侵害における侵害要件

を「当事者の排他的所有に関する法的に保謎され

た利益に対するいかなる侵害をも含むものであっ

て、当該侵害が、それが可視的・不可視的なもの

か、あるいは、物理学者による数学的表現によっ

てのみ計測可能なものであるかは問題とならない」

と判示した(測り。

このように、マーティン判決が可視基準と特定

体稲基準とを否定し、不可視的不法侵害の成立を

認めた理由のひとつは、すでに粒子やその他の目

に見えない作用物に関して不法侵害を認めた判例

が存在したためであるが(躯)、近年の不法侵害訴訟

では、このように可視基準や特定体秋基準Iこよら

c・継続的不法侵害に対する差止請求

もしも不法侵害請求の下で継続的侵害が認めら

れる場合には、最初の損害賠償請求訴訟判決の既

判力を限定的にとらえ、数次の訴訟（success1ve

actions）による損害賠償請求を認める判例法理が

存在し(鋤，)、また、継続的侵入を行った被告に対し

て、除去（abatement）や差止（injunction）を認

める判例(釦)も存在することから、電磁波訴訟に

おけるこれらの法理のもつ理論的意義は大きい。

しかしながら、多くの裁判所は、公用収用が認

められている構造物の設置を永続的ニューサンス

(permanentnuisance）として扱い、除去や差止
を一般的に認めていない(蕊')。これらの判例法理の

下では、将来にわたる全損害の賠償を1度限りの

訴訟において請求することを認めるか(蕊)、あるい

は、原告に対して不法侵害ではなく、逆収用訴訟

を提起するよう要求している(鋸３１。

3.電磁波環境訴訟への不法侵害請求の適用可能

性

これまで述べてきた不法侵害調求における諸要

件は、理論的に送電線に関する電磁波環境訴訟に

おいて主張することが可能であろうか。もしも、

これが認められれば、不動産価値の下落(鋼)のみな

らず、当該不動産所有者および家族の精神的苦痛

に対する賠徽、さらには、懲罰的損害賠償や差止

まで認められる可能性があり、公用収用に対する
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訴訟を提起するよりもはるかにメリットがある。

以下、故意、実質的侵害要件および抗弁、継

続的侵害に対する差止請求について、電磁波環境

訴訟への適用可能性を、それぞれ検討することと

する。

これに対して、Martinv､ReynoldsMetalCo・判

決(錨)と同様のリベラルな見解をとり、侵害物の特

定体種や可視性が問題とならない法域においては、

電磁波が物理的に測定可能であることからｖ電磁

波も当該不動産への侵害要件を満たす可能性があ

る。この法理が適用される場合、電磁波環境訴訟

における原告は、電磁波が計測可能なエネルギー

であり、かつ、これが電力会社による地役権の範

囲を越えて自らが所有している近接する不動産に

まで及んでいることを立証する必要がある。これ

らの立証は決して困難ではない。

もっとも、不法侵害における可視性や特定体積

を問題としないリベラルな見解をとる法域にあっ

ても、①不法侵害を構成するためには、侵入した

粒子が当該土地に付着することを要件としている

判例や(鰯〈②土地に対して実質的な損害が生じた

ことを立証することが要件とされている判例(357)、

さらには、③これらの双方の要件を同時に満たす

ことを要求している判例(鍋帥が存在する。これらの

要件のうち、電磁波は丁第１要件たる土地への付

着を満たすことができない。また、第２要件たる

土地への実質的侵害を立証することは困難である。

このため、これらの不法侵害についてリベラルな

見解を取る法域であっても、これらの加重要件が

課される場合には、電磁波による不法侵害請求は

認められないことになる。

ａ故意の要件

すでに述べたように、この故意（mtent）につい

て言えば、被告が他者の財産について接触したこ

とで、この不法侵害に関する故意の要件は満たさ

れる.この電磁波に関する不法侵害を証明するに

あたっての故意の要件は、電力会社による侵害に

関する特定の意思（aspecificintention）の有無

にかかわらず、当該公益企業に与えられた地役権

(easement）の範囲を越えて、電磁波が隣接する

不動産に及んでいることを知っていれば、不法侵

害における故意の要素を満たすことになる。

電力会社は、長きにわたって、このことに対す

る一般的な知識を持っている。よって、電力会社

による特定の侵害意思が存在しているか否かにか

かわらず、電磁波の放出が送電線が設置された土

地上に及ぶだけではなく、その周辺の土地にも及

んでいるとの事実に関する認識により、不法侵害

訴訟における故意の要件を、理論上は満たしてい

ると考えられる。

c・継続的不法侵害に対する差止請求

b・不動産に対する実質的侵害要件

それでは、不法侵害請求のひとつとして、電磁

波が他者の所有地に対して継続的な不法侵害を行

っているとの主張することで、差止請求は認めら

れるであろうか。

送電線の存在が継続的なものであること、及び、

その運営主体たる電力会社が公用収用権限を持つ

ことから、裁判所は、電磁波関連の不法侵害訴訟

を「永続的ニューサンス（peImanentmmisance)」

として扱う可能性がある。このため、電磁波曝露

の差止が、不法侵害として認められる可能性は必

ずしも高くない。もっとも、理論的にではあるが、

裁判所には、電力会社の公用収用権限を認める一

方で、電磁波放出レベルの低減を命じることは可

前述したように、この実質的侵害要件に関して

は、可視基準や特定体積基準をとる法域と、そう

でないリベラルな法理をとる法域とが存在してい

る。このため、それぞれの法域において、電磁波

による侵害が実質的侵害を構成するか否かについ

て、結論が異なることになる。

まず、可視性や特定体積の存在が要件とされる

伝統的な法理を維持する法域では、電磁波は、エ

ネルギーの波であって、他の光や音などと同じで

あることから実質的侵害はないと判断されるであ

ろう．さらに、光などと異なり可視性もないため、

不法侵害が成立する可能性はないと言える。
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b､学校に近接する高圧送電線設置計画に関す

る判例

能であろう。

4.不法侵害が電磁波環境訴訟で主張された判例

の検討

HoustonLighting＆ＰｏｗｅｒＣ０．Ｖ､K1einlnde 

pendentSchoolDistrict判決(…は、高圧送電線が

学校に近接して設置されたことに対する安全性が

問われた諸判例の中で、最も著名なものである(鍼)。

この事件においても、公用収用手続に起因した電

磁波による不法侵害の主張がなされた。

この事件は、クレイン独立学校区が、ヒュース

トン電力株式会社に対して、同社が345,000ボル

トの送電線を建築するにあたり、学校の土地の100

平方フィートにあたる部分を収用しようとしたこ

とが、裁量権の濫用にあたるとして提起されたも

のである'鉛?)。原審において、同学校区は、①学校

の敷地に送電線を通すという決定は、3000名以上

の生徒の安全、健康および福祉を無視するもので

あるため、本件公用収用は無効であり(麹)､②被告

電力会社が、送電線建設を目的とした地役権設定

のために学校の土地を公用収用するということは、

裁量権の濫用にあたるとともに、③この裁量権の

濫用は学校の土地に対する故意による不法侵害を

構成すると主張した侭田)。陪審は、被告電力会社

が、本件送電線建設を目的とした地役権設定のた

めに行った公用収用は権利の濫用にあたると判断

し、裁判所も、原告による当該土地に関する権利

の学校区への返還請求を認め、かつ、被告電力会

社に対して、当該学校施設の使用を永久に禁じる

差止命令を出した(370％さらに、学校区は、填補損

害賠償として、104,275ドルおよび懲罰的損害賠

償として2500万ドルの損害を認められた１３m。

この上訴審であるテキサス州控訴裁判所におい

ては、被告電力会社は、①現在の科学的証拠をも

ってしては、電磁波による健康被害を理由として

裁量権の濫用を認めることはあまりにも推測的な

ものであって(”、②原審が認めた懲罰的損害賠償

は、公用収用手続においては認められるものでは

ないと主張した(魂)。これに対して学校区側は、懲

罰的損害賠償は、不法侵害における損害賠償とし

て適切なものであると主張した。これらの主張に

ついて、本控訴裁判所は、①陪審が当該送電線の

敷設および運営の計画について、これに関する健

康上の影響に対する関心が高まっていたことを十

電磁波環境訴訟において、コモンロー上の不法

侵害による損害賠償請求を正面から認めた判例は

存在しない(35,1.しかしながら、これらの電力会社

に対する電磁波環境訴訟を見ると、その判旨にお

いて完全に不法侵害に基づく請求を否定するもの

から、同請求に一定の余地を認めているものまで、

幅広い解釈のあり方が見て取れる。

ここでは、これらの判例のうち代表的なものを、

①不法侵害の実質的侵害要件に関する判例、②学

校に近接して高圧送電線が設置されたことに関す

る判例、③公共事業委員会による排他的管轄権の

有無に関する判例に分けて整理しておくことにす

る。

a・実質的侵害要件に関する判例

まず、電磁波による不法侵害が、実質的侵害要

件を満たすものであるか否かを判断した判例を見

てみたい。本稿の（上）で検討したSanDiego

GasandElectlicCo.v・Covalt判決(籾)では、不法

侵害に基づく場合で、騒音・ガス・振動などの不

可視的侵害については、そのような粒子が原告の

不動産の上に侵害している事実があるか、あるい

は、実際に不動産に物理的損害があることが必要

であるとして、電磁波による侵害は、このいずれ

をも満たすものではないと判断している(鍋Ⅱ。

また、やはり（上）で取り上げたJordanM

GeorgiaPowerCo・判決(麹)では、電磁波による危

害に関する科学的立証がないことから、電磁波に

よる不法侵害の成立を否定する一方で(麺)、将来に

おける科学の進歩により、電磁波による不法侵害

が成立する可能性を留保している(”)。

このように（判例においては、電磁波による不

動産に対する侵害性は、現時点の科学的根拠に基

づく限り否定されるのが一般的傾向であると言っ

てよい。
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分に配慮しなかったと合理的に判断したものと考

えることができると判示する一方で１３７４)､②被告電

力会社が公用収用法(375〕の要件を完全に満たして

いたことから、同社は合法的に当該不動産を収用

したものであって、このことから不法侵害は成立

しないと判示した。この結果、裁判所は、懲罰的

損害賠償による救済を否定したが、これ以外のす

べての点については、下級審判決を肯定したので

ある(鏥)。

この判決は､土地の所有権を学校区に返還する

ことを認めるとももに、差止をも肯定しているた

めに、電磁波被害を主張する原告側勝利の判決で

あると評価できる。事実、被告電力会社は当該学

校施設を回避するために、自主的に送電線を移動

させた(３７７１。しかしながら、原告による不法侵害に

基づく訴えは認められず、その結果、懲罰的損害

賠償請求を得ることはできなかった《378)。それにも

かかわらず、この判決の重要な点は、裁判所が送

電線から生じる電磁波が、不法侵害を構成する要

素となるという主張を認めたことであろう。同判

決において不法侵害に基づく主張が認められなか

った主な理由は、不法侵害訴訟が、不動産所有者

の排他的所有に関する権利を回復するものである

ためである。つまり、電力会社が州の公用収用法

を遵守していた事実により、裁判所は、同社が当

該不動産利益の合法的所有者であると認識せざる

を得なかったためであると考えられる。

でdこれを扱う判例を－つだけ取り上げて検討す

る。

Ｈｏｃｈｖ,Philade]phiaElec､ＣＯ・判決(379)では、フ

ィラデルフィア電力会社など3社が、送電線の新

設のために原告の所有地に地役権を設定する手続

をとったことで、原告が不法侵害等の主張に基づ

いて訴訟を提起した。原告は、（i)被告は、原告

の不動産の前所有者が被告会社と合意の上で権原

上設定した地役権に基づき、原告の所有地に侵入

し、（ii)9,280平方フィートにわたり樹木や雑草等

を伐採の上除去したのみならず、原告の用いてい

る私道にも損害を与え、（iii)この侵入と行為に起

因した損害を原状回復するために要する費用は、

21,550ドルであり、（W)この侵入の前に、被告は

原告の所有する土地に侵入する権限がないことに

ついて通知と警告を原告から受けており、（v)被

告会社が侵入した目的は、被告会社に与えられた

地役権設定地に隣接する高圧送電線の建設とメン

テナンスにあり、（vi)当該高圧送電線は、電磁波、

騒音、振動を原告の所有地に日常的かつ継続的に

引き起こすものであり、これは原告および第三者

の当該不動産の利用と利益の享受を侵害するもの

であり、安全性に欠け危険であるばかりでなく、

当該不動産の利用価値と市場価値を減少させるも

のであり、（vii)被告会社はこれらの行為を、原告

になんらの賠償をせずに行なった、と主張した。

原告は、これらが、①不法侵害、②被告3社によ

る共同謀議（conspimcy)、③ニューサンス、およ

び④当該公用収用が違憲であると主張してい

る(3801.

原審は、被告３社による訴え却下の申立

(demurTer）について、本件公用収用は違憲では

ないと判断したことに加え、以下の３点を認め、

原告の訴えを退けた。すなわち、(1)原告が所有す

る不動産に対する損害は、公用収容の直接的ある

いは近接的な結果であって、これに対する法的救

済を不法侵害に基づいて主張することはできず、

州の公共企業法の公用収用に関する諸条項に基づ

いてなされるべきであり、(2)被告会社による行為

は、当該不動産の前権原所有者により合意の上設

定された地役権に基づく範囲で行われたものであ

るため、原告は不法侵害に基づいた主張をするこ

とはできず、(3)送電線の安全`性に関する争点につ

c､公共事業委員会による排他的管轄権の有無

に関する判例

送電線の設置に関する許可及び公用収用に関す

る審査は、通常、州の公共事業委員会により行な

われている。このため、原告が、電磁波被害につ

いてコモンロー上の権利に基づく主張を行なう場

合、司法に管轄権限があるか、それとも公共事業

委員会等の行政機関に排他的管轄権限があるのか

が争点の一つとなりうる。このことは、送電線か

ら生じる電磁波による身体的損害賠償に関する判

例を本稿（上）において検討したと萱も問題とな

ったが、不動産に関する損害について主張される

不法侵害やニューサンスでも同様に問題となるの
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用権限を行使しているわけではなく、原告も公用

収用権限の付与に反対しているのではないためで

ある。原告は被告会社の行為が、不法侵害、ニュ

ーサンス、および正当な補償なしに財産権を奪う

という民事上の共同謀議を主張しており、これら

の主張は、被告会社が公用収用権限を得たかどう

か、あるいは、たとえ同権限をもっていた場合に

おいては、その権限を蹄越したものであるかどう

かは関係がないと判示した(剥し

そして、公共事業委員会は、原告の主張する不

法侵入、ニューサンス、及び共同謀議に関して、

これを判断する適切な紛争処理機関であるとはい

えないとした上で、憲法違反に関する主張につい

ては原審判決を支持したものの、それ以外の争点

については、差房を命じたのである(錨)。

このため、このような事実関係の下において、

裁判所が送電線に関するコモンロー上の判断に関

する管轄権を維持しているものについては、将来

においては、不法侵害請求に基づいて、電磁場被

害に関して填補損害賠俊および懲罰的損害賠償を

請求できる可能性が残っているといえよう。

いては、これを争う適切な紛争処理機関は、本裁

判所ではなく、公益事業委員会であるとしたので

ある(鑓'１。

しかしながら、上訴審では、原審が当該公用収

用を違憲ではないとした点については同意しなが

らも、これ以外の3つの争点に関しては、原審の

判断が破棄された。まず第１に、州公共企業法に

おける公用収用に関する諸条項は、本件原告に対

する排他的な救済を規定したものではないと判示

された。なぜならば、①原告は、被告会社により

公用収用権限が行使された不動産所有者に含まれ

ておらず、このため、公共企業法の公用収用権限

に関する条項が本件に適用されることはなく、②

もしも公用収用権限を行使する者が、当該収用不

動産の保有者に対して収用権限を保持しておらず、

自らがその権限を行使するために必要とする要件

を満たさなかった場合には、その侵入は他者の所

有する不動産への不法侵害を構成する可能性があ

ると判示した(麹)。

第２に、上訴審では、被告会社は、当該不動産

の前権原保持者との間で設定した地役権の範囲内

で行為したとの主張が認められなかった。なぜな

らば、①被告は、その訴答書面において、地役権

を真に譲渡、あるいは継受した権原保持者である

旨の主張を行っておらず、②たとえ被告が当該地

役権を真に保持していたとしても、このことをも

って原告の主張する訴因を否定することにはなら

ず、③むしろ、地役権に基づく主張は、不法侵害

の主張に対する抗弁としての性質を持つものであ

って、訴因を否定するものではなく、さらに、④

原告は当該地役権が認められた範囲を超えた負担

が課されていると主張しているに過ぎず、よって、

これらについては実質的な事実に関する争点を形

成するものであるため、正式事実審理を経ないで

判断することはできないとして、原告は不法侵害

に基づく訴因を適切に主張していると判示した(麺)。

そして最後に、公益事業委員会が送電線の安全

性に関する適切な紛争処理機関であるとする被告

の主張を退け、確かに同委員会が行った決定に対

する司法審査の範囲は限定されているものの、本

件はそのような判例法理に拘束されるものではな

いとし、本件とこれらの判例とを区別した。これ

は、原告の所有する不動産に対して被告が公用収

Ｂ私的ニューサンス

これまで不法侵害に基づく請求をみてきたが、

私的ニューサンス（privatenuisance）によっても、

不動産に関する利益の侵害を主張して、電磁波環

境訴訟を提起することが可能である。不法侵害が

不動産の排他的所有権に対する侵害訴訟であるの

に対して、私的ニューサンスは、不動産の利用と

利益の享受に関する権利への侵害に対して救済を

求める訴訟である(麺)。

ニューサンスには、私的ニューサンスの他に、

公的ニューサンス（publicnuisance）が存在して

いる。私的ニューサンスが、不動産の利用あるい

は利益の享受に対する被告の不合理な妨害に対す

る救済を求める訴訟であるのに対して、公的ニュ

ーサンスは、公衆の共通の権利の行使に際し、公

衆による利用を妨害したり、公衆に不便や損害を

惹起したりする各種の軽犯罪を構成する行為であ

り、通常は州に訴権があり一般私人については、

自己に特別な損害がなければ訴権がないとされて
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いる(387)。

本稿では、私的ニューサンスのみを考察の対象

とする。それは、州が公用収容権限を認めている

電力会社に対して、私人が電磁波環境損害を自己

に特別な損害であると主張して公的ニューサンス

に基く訴訟を提起しようとしても、認められる可

能性が少ないためである(３８８１゜以下、私的ニューサ

ンスに関する理論を概観した後、竃:磁波環境訴訟

への適用を検討する。

害されたことを証明しなければならない(392)。しか

しながら、電磁波環境訴訟においてこの立証は容

易ではない。それというのも、電獺皮そのものの

特性が、伝統的なタイプのニューサンス、例えば

大気汚染(3,卿)、悪臭(３，j)、日照(395)などの類型にうま

く適合しないためである。われわれすべての者を

日常的に取り巻いている電磁波が、特定の原告の

土地の使用及び利用の利益を侵害していることを

立証するのは、私的ニューサンスに基づく請求を

おこなうときに困難であると言えよう。

第２に、原告は、当該侵害行為が不合理なもの

であったことを、証拠の優越基準により立証しな

ければならない。この被告の行為の不合理性につ

いては、不法行為（第２次）リステートメントは、

具体的事件における、原告の損害の重大さと、被

告の行為の効用との、いわば相関関係によって決

定されるものとしている〈鋤6)。そうなると、電力会

社の行った行為、すなわち送電線による電力供給

を不合理なものとして立証するのは困難である。

なぜならば、この不合理か否かの判断は、比較衡

量の一方において、その有益性が考察されるため

で、電力供給事業の社会的有益性は非常に大きい

ためである。もっとも、この行為の非合理性に関

する立証については、他の電力会社が、電磁波を

コントロールする最新技術を用いているにもかか

わらず、被告電力会社がそれを用いていないので

あれば、その立証責任が軽減される可能性がある

とともに、被告電力会社の過失を構成することに

もなろうが、現実的にはまれなことと言えるであ

ろう。

第３の送電線から放出される電磁波により実質

的な扱害が起きたという立証は、電磁波に対する

一般公衆のもつ恐怖心から、当該不動産の市場価

､値が減少したことにより証明できると考えられ

る(3,7)。原告は、これに加えて、電磁波による潜在

的な健康に対する影響に関する認識、さらに自ら

の不動産の市場観価値が下落することで、睡眠不足

や精神的苦痛や恐怖を被ったとの主張をすること

も可能であろう(3,8)。

ここで、実質的損害要件に関連して、救済とし

ての差止の可能性についても触れておきたい。私

的ニューサンスに基づく訴訟の利点は、差止の請

求が可能な点である(3,9〉。しかしながら、原告が差

1.私的ニューサンスの意義

私的ニューサンスとは、「他人が、その土地に

ついて私的に利用している利益を侵害するもので、

不法侵害にあたらないもの｣(36,)とされている。

不法行為（第２次）リステイトメント822条で

は、私的ニューサンスを大きく２つの類型に区分

している。この2つの類型とは、「(a)故意かつ不合

理なもの、あるいは、（b)故意によるものではない

が、過失（negligence)、無謀な行為（reCkless

conduct)、あるいは、非常に危険な状態、活動

(abnormallydangerousconditionsoractivities） 

に関して適用されるそれぞれの責任法理において

請求が可能なもの｣(390)である。

電磁波環境訴訟では、電力会社が送電線を建設

し運営する行為は、意図的なものであると考えら

れるから、通常、この第１の類型にあてはまるこ

とが多いので、以下、この第１類型に関して検討

していく(鋤')。

2.故意によるニューサンスにおける京評

電磁波訴訟における原告が、この故意によるニ

ューサンスに基づく請求を行う場合に立証しなけ

ればならないのは、①電磁波により土地の使用及

び利用が侵害されたこと、②被告電力会社による

不合理な行為の存在、及び③実質的な損害が生じ

たことである。

まず第１に、原告が、私的ニューサンスにより

損害賠償請求を主張する場合には、自らが所有す

る不動産の利1-Mあるいは利蔬の享受が実質的仁侵
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soUdatedEdisonCo・ｏｆNewYork判決と、送電

線からの電磁波によるコンピュータ障害が私的ニ

ューサンスを構成するとの主張がなされたWestch‐

esterAssociates,Inc・vBostonEdisonCo・判決を

検討する。

Borenkindv・ConsohdatedEdisonCoofNew

YOrk判決(噸)では、原告は、被告電力会社により

所有・運営されている３本の高圧送電線の付近に

位置している原告の所有する不動産の売却にあた

って、高圧送電線から生じる電磁波が、その近辺

に位置する者に対して健康上の被害をもたらすと

の一般公衆の認識が存在するため、当該不動産価

値が減少し、６万ドルの損害を被ったと主張して、

損害賠償請求訴訟を起こした。原告はさらに、被

告電力会社は、送電線に関する一般公衆によるこ

のような危愼があることを充分に認識していたの

で、これらの送電線にシールドを被せるか、ある

いは、一般公衆の電磁波に関する健康上の影響に

対する認識は不合理なものであることを示した公

的キャンペーンを実施するべき義務があったと主

張し、これらの義務の僻怠は過失に当たり、また

電磁波による侵害は私的ニューサンスに当たると

主張した。なお、当該送電線は、原告が当該不動

産を購入する以前から存在し、改修されたもので

ある。原審は、被告電力会社は、私的ニューサン

スと過失の双方においてその責任を負わないと判

示した(4ＯＩＬ

上訴審では、まず、ニューヨーク州においては

は、一般公衆による高圧送電線に関する健康被害

に対する恐怖が合理的なものであるか否かを問わ

ず、電力会社が公用収用により不動産の一部を収

用した場合に起きた不動産価値の下落を補償する

判例法理が成立しているが、本件は、原告に対す

る公用収用がなされたわけではなく、かつ、従来

から存在している送電線に対する主張であるので、

この判例法理は適用されないと判示した(噸)。次

に、私的ニューサンスに基づく主張は、公用収用

を行う権限をもつ機関が、非合理な行為、過失に

よる行為、あるいは、危険な行為を行った場合に

は適用されるが、本件にそのような事実はないと

判示された(“％裁判所は、さらに、電磁波は通常

の感覚では捉えることのできないもので、身体的

な危害をもたらすものであるかどうかについても科

止による救済を得るためには、その主張する損害

が、被告による行為の有用性よりも重大であるこ

とを立証しなければならない。このため、裁判所

は差止請求を認めるか否かを決定する場合に、エ

クイティ上の比較衡量を行うことになる(`0m。しか

し、電力供給事業の重要性を考えると、裁判所に

より差止が認められる可能性は少ない。さらに、

永久ニューサンスの法理が認められている法域で

は、ニューサンスの継続が認められる一方で、こ

の永久に継続する侵害に対する包括的損害賠償が

与えられる㈹011。このため、原告にとっては、科学

的に電磁波と健康被害の因果関係が明白に立証さ

れない限り、私的ニューサンスに基づいて差止命

令を勝ち取ることは困難であると言えよう。

このように見てくると、故意によるニューサン

スの第３要件の立証は比較的容易であるのに対し

て、第１、第２の要件の立証には、困難が付きま

とう。このことが、電磁波環境訴訟における原告

に私的ニューサンスに基づく主張を断念させる傾

向を生んでいる(`021。確かに私的ニューサンスの主

張にこだわるよりも、第５章で扱うニューサンスに

よる逆収用の方が有利である。そして、たとえ私

的ニューサンスによる請求が認められたとしても、

逆収用訴訟において認められるよりも大きな賠償

が得られることはまず考えにくい。さらに、精神

的損害賠償などは、私的ニューサンスよりも不法

侵害訴訟において伝統的に認められてきたもので

あるので、私的ニューサンスに基づいた請求は、

他の請求原因と同等あるいはそれ以下の効果しか

もち得ないと言えよう。私的ニューサンスに基づ

く請求が重要な意味を持つのは、将来において、

電磁波による健康被害の因果関係が明白になった

場合に、差止請求が認められることに求められよ

う。

3.私的ニューサンスが電磁波環境訴訟で主張さ

れた判例の検討

送電線から放出される電磁波に対して私的ニュ

ーサンスが主張された判例は、本稿の（上）で紹

介した判例でも若干の検討を行なったが、ここで

は、この争点を詳しく検討したBorenkindv・ＣｏｎＦ
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学的な結論が出ておらず、これをもって原告所有

の不動産に対する私的ニューサンスを構成するも

のとはいえないと判示した(釦７１．最後に、被告企業

には、電磁波が生態に対して悪影響を及ぼすとい

う証拠がない以上、送電線から生じる電磁波の安

全性や影響に関して公的キャンペーンを展開しな

ければならない積極的義務はないと判示して(噸)、

原告による上訴を却下したい｡,)b

WestchesterAssociates,IncvBostonEdison 

Co,判決(410)は、ビル所有者が、テナントのコンピ

ュータ画面に対して電磁波障害が生じたことで、

私的ニューサンスを主張したというユニークな事

件に関する判決である。

本件被告電力会社は、原告の前権原所有者と

の間で送電線建設と利用のために地役権を設定し、

2つの送電線を建設した。原告は、このような地

役権がすでに設定されていた不動産を購入した。

原告は、この土地に6階建のオフィス．ビルを建

設し、これをテナントにリースした。しかし、す

ぐにテナントのコンピュータ画面に障害があらわ

れたことから、その原因が調査されたが、これは

被告電力会社の送電線から放出される電磁波によ

るものであることが判明した。原告は、訴訟を提

起し、多くの主張の中で、この電磁波が私的ニュ

ーサンスを構成すると主張した。原審では、被告

会社による正式事実審理を経ないでなされる申立

が認められた(4m。

上訴審は、マサチューセッツ州法において電磁

波による私的ニューサンスは認められないとして、

原審の判断を支持した。裁判所は、電磁波は人間

の知覚で捉えられるものではないので、通常の敏

感性をもった原告に対する妨害を構成するもので

はないとした。また、電力会社が送電線を運営し、

これを規制する法令を遵守している場合には、過

失を構成するものではないと判断して、原審の判

断を支持した(412％

れらが継続的侵害であることから、出訴期限法と

エクイティ上の消滅時効とについて、どの時点を

起算点とするかという問題が生じる。これは、一

般公衆による電磁波環境被害に関する恐怖により

不動産価値が下がり始めたことを原告が認識した

時点、あるいは、そのような電磁波環境被害の可

能性がマスコミ等を通じて原告が認識した時点な

どから、州の出訴期限法の定める不法行為法上の

2年あるいは3年といった出訴期限が容易に経過し

がちであることから、被告側により抗弁として主

張される場合が想定されるため、考察を要する。

このことは、エクイティ上の消滅時効についても

同様である。

ここでは、この問題を扱ったPiccoloMCon‐

necticutLightandPowerCompany判決【413)を見

ておくことにしたい。この事件では、被告コネテ

ィカット電燈電力会社は、原告の所有する不動産

に対して、約110フィートの幅で送電線のための

地役権を保持し、原告の住居の背後から約50フ

ィートのところに、115キロボルトの送電線を運営

していた。原告は、原告所有の不動産における電

磁波の存在と、住居における電磁波レベルの増加

は、当該不動産の市場価値を失わせ、あるいは、

その市場価値を著しく減少させるものであるとと

もに、原告およびその家族の健康についての恐怖

心を引き起こしたとして１４１４)、被告に対して、①私

的ニューサンス、②不法侵害、③逆収用および法

令16-234号違反に基づいて(415)、（i)損害賠償、（ii）

被告に対して原告の所有する不動産および住居に

対する電磁波レベルの引下げを命じる終局的差止

命令、（iii)法令16-236号に基づく不動産鑑定者の

指名と、同鑑定者による不動産価値下落評価額の

決定とその損失補償、ならびに、これに要する費

用の補償、（iv)法令48-17b号に基づく損害、費

用、不動産鑑定者に対する費用、弁護士費用、及

び(v)訴訟費用を請求した(`'6)。

被告は、まず不法侵害の主張に対して、部分的

に正式事実審理を経ないでなされる申立を行なっ

たが、裁判所は、本件の争点が非常に複雑なもの

であることを理由として、この申立を却下した。

被告はさらに、消滅時効に関する抗弁において

原告が電磁波による不動産価値の下落を認識した

とする時期を起算点として、（a)原告による私的二

Ｃ・不動産損害に関する電磁波環境訴訟と出訴期限

法・エクイティ上の消滅時効

高圧送電線から放出される電磁波による不動産

に対する損害賠償請求や差止請求を行う場合、こ
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に入ることを認めている。州によりこの出訴期限

法とエクイティ上の消滅時効の法理や、継続的不

法行為に関する判例法理が異なるため、一概には

言えないものの、今後、類似の事実関係の下では、

他の裁判所も同様の判断を下すのではないかと考

えられる。

ユーサンスと不法侵害の主張は、同州の出訴期限

法により時効となっており、（b瑳止命令の請求は、

エクイティ上の消滅時効（theequitabledoctrine

oflaches）により認められないと主張した。また、

被告は、（c)原告が不動産権原設定証書（deed）

により被告会社に地役権を与えていることから、

原告は禁反言の原則により、この訴訟自体を提起

することが認められないと抗弁した。そして、被

告会社は、エクイティ上の消滅時効と出訴期限法

とに基づいて、正式事実審理を経ないでなされる

判決を求める申立を行った(417)。

原告は、被告の出訴期限法に基づく抗弁に対し

て、これらは継続的ニューサンスおよび継続的不

法侵害を構成しているので、出訴期限法により時

効にかかるものではないと主張したい'8)。被告はこ

の原告の主張に対して、継続的ニューサンスと継

続的不法侵害を主張するためには、①特別の関

係、②事後の違法行為（subsequentwrongfUl

conduct)、および③原告による当該不法侵害ある

いはニューサンスについて事前の知識がなかった

こと、についての立証が必要であるが、原告はこ

れらを満たしていないと主張した(419)６

裁判所は、継続的不法行為理論が主張されてい

る場合に出訴期限法がどのように適用されるべき

かについて、事実に関する真正な争点が存在する

のであれば、正式事実審理を経ないでなされる申

立は否定されるべきであるとして、被告の議論は、

正式事実審理を経ないでなされる申立を認めるか

否かを決定する基準には関係のないものであると

判示したい釦)。特に、被告の主張は、原告の主張

している不法侵害やニューサンスを構成する行為

が継続的行為ではなく、－時の行為であるとの立

証に成功しておらず(⑫')、原告の主張する不法侵害

およびニューサンスが継続的なものであるか否か

という争点を作り出しているため、事実問題に関

する真正な争点が存在しないとの立証がなされて

いないとして(ｲ麹、正式事実審理を経ないでなされ

る申立を却下した("し

この判決では、原告が送電線から生じる電磁波

について、継続的不法行為理論により不動産侵害

に関する請求を行った場合には、被告による一律

的な正式事実審理を経ないでなされる判決を求め

る申立を否定する態度がとられており、事実審理

第５章送電線関連施設建設のための公用収用に

よる不動産価値下落に対する損失補愉請求訴

訟(4汎）’

Ａはじめに

これまで見てきたとおり、送電線から生じる電

磁波に関する訴訟については、身体的損害賠償を

認める判例はなく、コモンロー上の不動産侵害理

論に基づく場合も、学校児童に対する公共事業委

員会の裁量権の濫用を認めた判例がある以外は、

原告の主張は認められてきていない。この最大の

原因は、電磁波の健康に与える影響について、実

験的な研究や疫学的な研究がなされてきたにもか

かわらず、いまだその因果関係については統一的

な結論に到達していないことにある。しかし、そ

の一方で、送電線に近接する残地の不動産価値は

下落しつづけている(425)。

このような現状の中で、本章で検討する公用収

用訴訟においては、多くの裁判所が、一般公衆の

送電線に対する恐怖により収用の対象不動産の残

地の不動産価値を減少させていることを認め、こ

れに対する損失補償を決定するときに考慮してき

た。この残地補償が、原告にとって、電磁波環境

訴訟における最も有効な補償の獲得を達成する法

理となっている。

本章では、まず、米国における電力会社による

公用収用法理を概観する。

次に、送電線から生じる電磁波への一般公衆に

よる恐怖によって公用収用の対象となった土地の

残地の不動産価値が下落した場合、これを損失補

償の対象とするべきであるか否かについての判例

法理を検討する。この争点に関する判例法理は、

法域によって3つに区分することができる。その第

１は、少数判例法理と呼ばれる考え方で、一般公
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衆のもつ恐怖によって引き起こされた損失は、残

地補償の評価にあたって、公用収用の直接的な結

果ではなく、かつ、推測的なものであるので、陪

審が考慮する証拠から排除されなければならず、

決して公用収用における補償の対象とはならない

とする古典的法理である。第２は、中間的判例法

理と呼ばれるもので、一般公衆の持つ恐怖が合理

的なものであるならば、これよって引き起こされ

た損失は、損失補償の対象とする立場をとるもの

である。そして最後に、第３の考え方として多数

判例法理と呼ばれるものがあり、この法理の下で

は、一般公衆のもつ恐怖により引き起こされた損

失は、その合理性の如何にかかわらず、損失補償

の対象とするものである。これらの判例法理の名

称は採用する法域の数を示唆していることからわ

かるとおり、現在では、多数判例法理がもっとも

多くの法域で採用されている。

また、これに続いて、電磁波環境訴訟ではない

ものの、一般の人々の核廃棄物から生じる潜在的

危険に対する恐怖による核廃棄物輸送道路に隣接

する残地の不動産価値の下落に対する損失補砿の

問題についても、多数判例法理が適用された判例

が存在するので、簡単に触れておく(426％

そして最後に、送電線建設のための公用収用の

対象となった不動産所有者の土地に隣接する土地

の所有者が、逆収用による損失補償を主張できる

か否かを検討する。この場合、原告は、電磁波へ

の曝露が、補償が必要となる私的財産の収用を構

成するものであることを立証しなければならない。

また、連邦最高裁による空中地役権（airspace

easements）とニューサンスによる逆収用に関す

る諸判例は、このような主張を行なう原告にとっ

て類推適用が可能と考えられるので(427)、ここで合

わせて検討する。

ナ州を除くすべての州では、それぞれの州憲法に

おいて、合衆国憲法と同様の公用収用に伴う正当

な補償に関する規定を有している。

電力会社が、その電力関連施設の建設許可を得

るための一般的手続は、州の公共事業委員会に対

して、その申請を行ない、許可を得ることである。

もしも電力会社が関連施設の建設を実施する場合

には、当該不動産を公用収用しなければならな

い(組9％ほとんどの州では、電力会社を含む公共企

業に対して当該事業の適切な執行に必要な場合に

は、私的財産を収用することを認めている(‘30％こ

のため、電力会社は、送電線設置のための公用収

用による不動産取得を、それが当該不動産所有者

に対して「正当な補償（justcompensation)」が
なされる限りにおいて、行なうことができる(`３１％

この正当な補償には、収用される不動産価値に

あたる直接損害（directdamages）だけでなく、

収用されない残りの部分の土地に対する残地補償

にあたる結果損害（conseqUentialdamages）も
含まれる(432)。直接的損害は、公用収用の対象と

なった財産の「公正な市場価値（fairmarket

value)｣(")によって算出される。そして、残地補

償は、当該公用収用の結果引き起こされた不動産

価値の下落により評価される(“。よって、電力会

社が不動産を送電線設置のために公用収用する場

合には、直接的に収用する不動産だけでなく、残

地補償も行なう必要がある(鯛5％

０３つの判例理論

送電線から生じる電磁波に関して一般公衆が恐

怖を抱いていることから、送電線建設のための公

用収用がなされた場合、その残地の不動産価値は

下落する傾向にある。この不動産価値の下落につ

いて、損失補償の対象とすべきか否かについては、

法域によって、①一般公衆のもつ恐怖によって引

き起こされた損失は、決して補償の対象とはなら

ないとする少数判例法理、②一般公衆の持つ恐怖

が合理的なものであるならば、これよって引き起

こされた損失は、損失補償の対象とする中間的判

例法理、そして、③一般公衆の恐怖により引き起

こされた損失は、その恐怖の合理性の如何にｶｺか

B・電力会社による公用収用法理の概説

公用収用（eminentdomain）は、政府が公的

使用のために私的財産を接取する権限に基づいて

なされるが、この場合、合衆国憲法修正第５によ

り、当該不動産所有者に対して正当な補償がなさ

れなければならない(428)。また、ノース・カロライ
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わらず、損失補償の対象となるとする多数判例法

理に分かれている。

以下、これらの送電線建設を目的とする公用収

用に関する判例法理について概観するが、その中

で、類似の環境訴訟である核廃棄物輸送道路に隣

接する残地の不動産価値の下落に対する損失補償

に関する判決にも言及する。

②この一般公衆による恐怖に合理性はなく(")、③

電力のもたらす社会的価値は大きく、また他の技

術と比較しても、より大きな社会的リスクを課す

ものではなく("`)、④一般公衆の恐怖による不動産

価値の下落は、実質的な証拠に基づくものではな

いと判示した(w)。そして、裁判所は、公用収用に

よる残地補償について、陪審が、間接的あるいは

推測的な証拠を考慮することは認められず、その

ような証拠に基づく補償を否定したのである(448)。

アラバマ州最高裁は、この判決の46年後に、再

びこの争点について、PappasMAlabamaPower

Co・判決(縄，)において判断を下している。この判決

においても、送電線に対する社会における一般的

な恐怖による不動産価値の減少は補償の対象とは

ならないと判示した(ｲ50)。裁判所は、Keystone

Lime判決の理由付けは正当なものであり、科学と

産業が発展した現代においてはより必要性の高い

ものであると述べている(４５'１°

アラバマ州最高裁は、KeystoneLime判決にお

ける法理を、その後も一貫して保持しつづけてい

る(絹２１。たとえば、AlabamaElectricCooperative，

Inc・MFaust判決'癖)では、不動産所有者による

KeystoneLime判決の法理を変更すべきであると

の主張に対して、公用収用に関して確立された補

償の法理を実質的に変更することはできないとし

て、なんらかの禰極的な変更を支持するような理

由があれば別であるものの、そのような判例変更

を肯定する合理的な理由は存在しないとして、原

告の主張を退けている(蝿)。

1.少数判例法理

この少数判例法理とは、一般公衆の抱く恐怖

は、それ自体が主観的なものであるため、たとえ

そのような恐怖が残地の不動産価値を減少させる

ものであったとしても、損失補償の対象とはなら

ないとする法理である(")。現在、この古典的法理

を採用している法城は、アラバマ州(↓37)、イリノイ

州(")、およびウエスト・バージニア州Ｎ39)のみであ

る。

ここでは、この少数判例法理の具体例として、

アラバマ州およびイリノイ州の判例を見ることに

する。

a・アラバマ州における少数判例法理

アラバマ州最高裁が、一般公衆による送電線に

対する恐怖により引き起こされた残地補ikに関す

る争点について最初に言及したのは、1914年の

AlabamaPowerCov・KeystoneLimeCo､判決(ｲｨo）

においてである。本件では、当該不動産の所有者

である原告は、人々が送電線の近くに位置する土

地で耕作したり労働することを恐れるため(４４')、当

該不動産について適切な買主を見つけることが困

難となり、残地の不動産価値が大きく下落したと

主張して、この不動産価値の下落分を含めた損失

補償を請求した(伽2)。

アラバマ州最高裁は、多くの人々は確かに送電

線には不慣れであって、その存在を恐れており、

よって当該不動産を購入しない動機となっている

ことを認めた(")。しかし、裁判所は、①一部の

人々が抱いている送電線に対する恐怖は、送電線

の影響に関する知識の欠如に基づくものであり(蝿'、

b・イリノイ州における少数判例法理

イリノイ州では、minoisPower＆LightCo・M
Talbott判決“弱)において、アラバマ州とは異なり、

公用収用の対象となる不動産の残地補償に対する

正当な補ｉｆの法理を制限する州窓法法理に基づい

て少数判例法理を正当化している。すなわち、原

告が残地に関して損失補償を得るためには、特別

の立法措置がない限り、残地に関する権利に対し

て直接的な物理的侵害が存在しなければならず、

よって、市場価値の減少だけをもってしては、補

償請求の原因とはならないとしているのである(綴＄
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Ｉま、ループ河電力供給公社が、土地所有者たる酪

農家の土地に、送電線建設のための地役権を設定

したことに起因する事件である(噸)。この事件の原

審では、原告の専門家証言により、送電線に固有

の危険について証言がなされ、当該送電線の周辺

に立ち入る危険等についても指摘された(4601。たと

えば、原告の専門家証人は、農作業に使う鉄製器

具に対する放電ショックによる身体的損害の危険

性について証言している(481)。これに対して、被告

電力会社は、地裁判事による陪審説示が、送電線

の潜在的危険に関して考慮することを認めたこと

に反対した(蝿2)。また、被告は、送電線から生じる

すべての危険に関する保険者たる地位に立つもの

ではないと主張した(“)。

ネブラスカ州最高裁判所は、原審による当該残

地補償に関する判断を支持した(蝿)。同最高裁は、

送電線の存在に関する一般的な恐怖は損失補償の

対象にはならないものの、当該恐怖に関する経験

上の根拠が存在する場合には、その恐怖は合理的

なものであって、購入者がその不動産に対して支

払おうとする価値に影響するものと考えられるた

め、そのような価値の下落に対する損失は補償の

対象となると判示した(")。しかしながら、同裁判

所は、原審による損失補償額を減額し(綴)、その理

由を送電線の危険に関して、あまりにも推測的な

根拠は認められないと判示した(４節)。

しかしながら、イリノイ州は、この少数判例法

理からその後、転換しようとしているように見え

る。すなわち、いくつかの判例においては、上記

の理由付けを引用して、送電線の設置によって引

き起こされる不動産価値の減少に対する損失補償

を認めない姿勢を維持しているものの(457)、イリノ

イ州最高裁自体は、この見解よりもリベラルな立

場へと転換し、現在は、このような類型の損失補

償を認めているのである(蝿)。もっとも、イリノイ

州の裁判所が、このアプローチを拡大し、送電線

に対する一般公衆の恐怖による不動産価値の下落

に対する損失補償を認める立場へと完全に転換し

たのかどうかは、必ずしも明らかではない

2.中間的判例法理

中間的判例法理とは、送電線に関する一般公衆

の抱く恐怖が合理的か、あるいは、少なくとも完

全に不合理なものでない限り、このような恐怖が

不動産価値を減少させた場合には、その損失補償

を認めるという法理である(4591゜これらの法域では、

通常、不動産鑑定人（arealestateappraiser）あ

るいは、これに類する専門家による専門家証言が

要求され、不動産所有者自身が、自らの恐怖につ

いて個人的に証言することは認められていない(４６０)６

すなわち、不動産所有者は、自らが送電線に対し

て恐怖を抱いており、その土地を購入しようとす

る者も同様に考えるであろうと証言することは認

められていないのである(`６１％

この中間的判例法理が用いられているのは、連

邦第９巡回区控訴裁判所(`621と、アーカンサス

州(噸)、コネティカット州(4")、インディアナ州(蝿5)、

ケンタッキー州(畷)、ネブラスカ州【鏑7)、ニュージャ

ージー州(掴)、ノースカロライナ州(4`')、オクラホマ

州(`70)、テネシー州(471)、テキサス州(４７２１、ユタ州Ｗ３)、

およびワイオミング州(")である(`75％さらに、ミシ

ガン州最高裁は、この中間的判例法理に従おうと

しようとしたように見え(")、アリゾナ州も、この

法理に近い立場を示している(4,．

ここでは、この中間的判例法理の具体例として、

ネブラスカ州のDunlapv､LoupRiverPUblicPower

District判決(噸)をみることにする。Dunlap判決

3.多数判例法理

多数判例法理は、一般公衆による恐怖が合理的

なものであるか否かに関係なく、もしもそのよう

な社会一般の人々の恐怖が残地の市場価値を減額

させるものであるならば、当該損失を、補償の対

象とする法理である(`銘％この法理は、公用収用に

伴う損失補償は、完全補恢（Mlcompensation）

でなければならないという理論に基づいている〔縄9％

よって、多数判例法理の下では、もしも送電線に

対する恐怖が不動産の市場価値に損失を引き起こ

すものであるならば、当該損失は補償されなけれ

ばならないことになるu'０１。

連邦第５巡回区控訴裁判所(栂')と同第６巡回区

控訴裁判所(492)は、この多数判例法理に従ってお
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り、また、カリフォルニア州(")、フロリダ州(蝿)、

ジョージア州(ｲ鍋)、アイオワ州(`96)、カンザス州(4,7)、

ルイジアナ州(伯8)、ミズーリ州(ｲ")、ニューメキシコ

州(Soo)、ニューヨーク州(釦')、オハイオ州(502)、サウス

ダコタ州(503)、ヴァージニア州(5")、およびワシント

ン州(505)も、同じ法理を採用している。

ここでは、近年､この多数判例法理へと判例変

更を行ったフロリダ州、ニューヨーク州、および

カンザス州の判例を検討する。

当該不動産の市場価値に対する公衆の恐怖の与え

る影響について、その恐怖の合理性に関する独立

の立証を要求しない法理、を採用する法域に加わ

る｣(512)と判示したのである。そして同裁判所は、

下級審のとった中間的判例法理を明確に否定し

た(513)。

また、原告が送電線から生じる電磁波による身

体的影響に関して2名の専門家による専門家証言

を導入したことについては(５１４１、原審がこの証拠の

許容性を認めていたのに対して(銅、最高裁は、①

送電線から生じる電磁波による健康被害に対する

一般公衆の抱く恐怖が合理的なものであるとする

原告による立証は、この多数判例法理では不要で

あり１５１６１，②公用収用訴訟は、対物訴訟であり、不

動産所有者に対する完全補償が問題とされるので

あって、このような科学的証拠の導入を認めれば

真の争点が混乱するばかりでなく、陪審が将来発

生するかもしれない人身損害に関する賠償までも

包括した補償額を算定する可能性があり認められ

ず(sD7)、③多数判例法理の下では、当該恐怖に関

する合理性は推定されるか、あるいは、関連性の

ないものとみなされる(5'8)、と判示した。

a・フロリダ州における判例変更

フロリダ州最高裁は、この送電線設置による残

地補償の際に、一般公衆が送電線に対して抱く恐

怖による当該残地の市場価値下落を補償すべきか

否かという争点について20年以上にわたり先例と

されてきたＣａｓｅｙｖ・FIoridaPowerCorp､判決(506）

をFIoridaPower＆LightCo･vJennings判決(5腺）

により覆し、多数判例法理へと立場を転換した。

もとの先例法理を確立していたCasey判決で、

フロリダ州第２地区控訴裁判所は、まず、この問

題に関して、①原告は、送電線の存在が公用収用

後の残地の市場価値に影響を及ぼすことを示す証

拠を導入することができるか、②陪審は、残地の

市場価値について、潜在的購入者が考慮すると思

われる非実質的な要素まで判断の要素としてよい

のかどうか、及び､③陪審は、原告の導入した送

電線の性質に関する専門家証言を考慮することが

認められるかどうか、という３つの争点を明白に

している(噸)。そのうえで同裁判所は、多数判例法

理に従うとしながらも、実際には、少数判例法理

を採用したのであった(509)。

これに対して、Jennings判決では、フロリダ州

最高裁判所は、公用収用手続におけるこの争点

は、当該不動産の真の市場価値により決定される

べきであると判示した《SIO)。そして、何が不動産所

有者に対して完全な賠償となるかという中心的争

点に関連する証拠、すなわち、当該不動産の潜在

的購入者による当該不動産に対する恐怖といった

インパクトであっても、この市場価値の算定から

排除されるべきではないと判断し(511)、「われわれ

は、この争点に関する多数判例法理、すなわち、

b・ニューヨーク州における判例変更

ニューヨーク州は、1993年に、上訴裁判所

(theNewYolkCourtofAppeal）が、Criscuo1aM

PowerAutholi句ofNewYo1k判決(519)で、中間的

判例法理を支持していた下級審判決を破棄すると

いう形で、多数判例法理を採用した。同判決で

は、公用収用訴訟において、原告たる不動産所有

者が、一般公衆の送電線に対する恐怖の合理性に

関して、立証する責任を負うかどうかについて判

断を下した(520)。これは、下級審判決では、原告

が、「ガン罹患恐怖症（cancelphObia)」が合理的
なものであるとの立証をなしえていないとして、そ

の主張を退ける判決を下していたためである(鼬')。

この下級審判決が採用した中間的判例法理に対

して、上訴裁判所は、不動産所有者は、一般公

衆の恐怖の合理性について立証する必要はないと

判示した。すなわち、「正当な補償に関する手続

(ajustcompensationproceeding）についての争
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点は、当該市場価値が不動産保持者にとって不利

に影響したかどうかという問題である。この市場

価値の下落という結果は、たとえ、一般公衆の恐

怖が非合理的な場合であっても存在しうる。そこ

で問題とされている危険性が、科学的に真正なも

のであるかどうか、あるいは、検証可能かどうか

という事実は、この不動産価値への影響という中

心的争点とは関係のないものであるというべきで

ある。……そのような要素は、各当事者の市場価

値に関する専門家による立証の優越により判断さ

れるべきであって、電磁波工学の専門家、科学

者、あるいは医療専門家といった人々によって拡

大された証拠に関する立証上の争点とされるべき

ではない」としたのである(522)。しかしながら、同

裁判所は、原告は、この送電線から生じる危険性

に関して一般的に人々に認識されているなんらか

の証拠を提出し、この認識により不動産価値が下

落したことを立証する責任を負うと判示した(悪)。

と結論づけた(5鋤!。そして、不動産所有者によって

提出された証拠は優越しているとして、下級審に

よる補償を肯定したのである(5301。

このWI11sey判決は、中間的立場から多数判例

法理への判例変更を行なう余地を持っていたもの

と見ることができる。まず、この判決では中間的

判例法理が用いる理由付けにより、「直接的では

なく、推測的で、確定的でない損失は、考慮され

るべきではない」と述べる一方で(531)、すぐその後

に、「しかしながら、合理的な程度にまで証明さ

れた不動産価値の損失は、その原因の如何を問わ

ず、補償の対象と考えられるべきであるとするの

が、論理と公正にかなう考え方である。もしも高

圧送電線が居住敷地（aresidentiallot）を横切っ

ていることで誰も買い手がつかないのであれば、た

とえその不動産所有者が、そこに家屋を建てる法

的権利を持っていたとしても、完全損失（alDtal

lOss）であると言える」として、多数判例法理と

もとれる理由付けを用いている｛魂)ｂすなわち、こ

の判決は、裁判所が多数判例法理を好ましいもの

と考えながらも(麺)、当該事実が中間的判例法理を

満たすものであるので、そのアプローチにとどまる

ことを選んだものと捉えることができよう(劃)。こ

のため、「本事件における証拠に基づいて、（中間

的判例法理と多数判例法理とのいずれかを）選択

する必要はない」との判断が示されている(535)。

この判決の後、カンザス州最高裁は、Ｒｙａｎｖ・

KansasPower＆UghtCo､判決において、正式に

多数判例法理を採用したに３６１．同判決では、

Willsey判決が事実上、多数判例法理を採用した

ものととらえ、高圧送電線の設置のための地役権

を設定する公用収用訴訟において、高圧送電線に

対する恐怖の合理性についての立証なしに、市場

において一般公衆による恐怖の果たす役割を示す

証拠の許容性を積極的に解する判示をしたのであ

る(”)。

Ryan判決の原審では、不動産所有者と電力会

社は、それぞれ、公用収用がなされる前後の不動

産価値を見積もるための専門家証言を導入し

た(5露)。原告自らも、この不動産価値に関する争点

について証言している。原審では、近隣住民によ

り証言された当該恐怖に関する証言の許容性に関

して、電力会社側から異議申立てがなされたが、

c・カンザス州における判例変更

カンザス州では、当初、中間的判例法理とも多

数判例法理とも取れるWillseyv,KansasCity

Power＆LightCo･判決(5泌)を経た後に、Ｒｙａｎｖ，

KansasPower＆IjghtCo・判決(鐘)において、最終

的に多数判例法理を取る立場を明確化した。

まず、最初のWillsey判決は、カンザス市電力

が、地役権設定のための公用収用手続（anease‐

mentcondemnatiOnproceedmg）に関して不動産

所有者に有利な判決が下されたことを不服として

上訴し(鼬`)、原審が被上訴人の所有する家屋の市

場価値を陪審に判断させるにあたって、送電線に

関する一般公衆の恐怖に関する影響についての専

門家証言を考慮することを認めたのは誤りである

と主張した(52ｱ)。控訴審では、送電線に対する一般

公衆のもつ恐怖に関する合理性を検討した後、高

圧送電線の存在に関する常識的な認識を持ってす

れば、この恐怖は明らかに合理的なものであると

判示した(趣)。そして、この恐怖が法による判断に

おいて（asamatteroflaw）非合理的でない限り、

合理性に関する問題は、陪審により判断されるべ

き事実に関する問題（aquestionoffact）である
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ages）の補償を請求した(5")。特に、原告は、原

子力廃棄物（radioaclivewaste）の輸送に対する

一般公衆の恐怖が、残地の不動産価値を減額させ

たと主張したのである(銅。

原審では、陪審が、原告に対する884,192ドル

の補償を認めた。その内訳は、①収用された土地

に対する損失補償として489,582ドル50セント、

②収用された道路予定地の周りのバッファー・ゾ

ーンの残地損失として60,794ドル50セント、及び

③一般公衆の恐怖により引き起こされた不動産下

落に対する残地損失として337,815ドルであっ

た'…。市側は、特に証拠法上の判断について問題

があるとして、上訴した(郭)。本件は、この問題が

同州で初めて実質的に公的重要性をもった事件で

あることから、最高裁への移送が認められた“)。

ニューメキシコ州最高裁は、この部分的公用収

用訴訟（apartialcondemnationaction）におい

て、不動産所有者は、一般公衆による認識あるい

は恐怖による当該不動産価値の減少に対する補償

を請求できるか否かについて初めて判断を下し

たI鑑'１。最高裁は、たとえ、そのような恐怖の合理

性が立証されていない場合であっても、その恐怖

により引き起こされた不動産価値の下落に対する

損失補償は認められると判示した[瓢)。

最高裁で、市側は、このような一般公衆の恐怖

に起因する不動産価値の下落に関する残地損失補

償が認められるのは、そのような恐怖が合理的な

場合に限定されると主張した(551)。原告は、これに

対して、このような残地補償の場合、一般公衆に

よる恐怖が合理的か否かは関係ないと主張し

た(552)。最高裁は、この争点に関する３つの判例法

理を検討した後(553)、多数判例法理を採用した(鼬)。

そして同裁判所は、この争点について原審の判断

を肯定したのである(5弱)。

裁判所は、このような証言も当該不動産の市場価

値について関連性があるとして、その異議申立を

認めず、これらの証言の許容`性を認めている。州

最高裁は、この証言の許容性に関するアプローチ

について、なんら誤りはないと判示している(5羽)。

同州では、この町an判決で多数判例法理が採

用された後、不動産所有者に課された立証責任

は、非常に軽くなったと言える。たとえ電磁波の

生態的影響に関して確定的な証拠がなくとも、そ

のような事態に関する多くの記事が存在し、かつ、

￣般公衆の恐怖による不動産価値の下落が証明さ

れればよいのである。唯一、この立証に関する限

定が存在するとすれば、不動産所有者自身の個人

的恐怖に関する証言は、この主張を立証するため

には認められないという点である。

d・核廃棄物輸送道路判決

(1)CityofSantaFevKomis判決の概要

電磁波環境訴訟とは異なるが、やはり環境に大

きな影響を与える核廃棄物輸送道路に関して、こ

の道路が設置されることで不動産価値が下落した

と主張された事件において、多数判例法理が採用

された判決を見ておきたい。この判決は、ニュー

メキシコ州で多数判例法理を確立させたものであ

るc

CityofSantaFもＶ・ＫＣmis判決("o)は、以下のよ

うな事実に基づく事件である。JohnKomisと

LemoniaKomis（以下、原告という）は、サンタ

フェの郊外に673.77エーカーの土地を所有してい

たく"')。1988年１１月１４日、サンタフェ市は、この

土地のうち43.431エーカーを、有害核廃棄物

(hazardousnuclearwaste）をロス・アラモスから

ニューメキシコのカールスバッドにある廃棄物分

離実験プラント（theWastelsolationPilotPlant

(以下、ＷＩＰＰという)）建設地へ輸送するバイパ

ス道路を建設する目的で公用収用した(馴創。ＷＩＰＰ

建設地とそのバイパス道路は、当該不動産が収用

された時点で大きな論争の的となっていた(副3)。原

告は、当該バイパスの周辺の残地に関する不動産

価値の下落について、残地損失（severancedam‐

(2)本判決に導入された証拠に対する判断

ここで、同州最高裁が、原告側の導入した証拠

について、証拠の類型ごとに具体的な判断を示し

ているので、もう少し詳しく検討したい。

まず第１に、世論調査の結果についてであるが、

最高裁は、これを証拠として導入することを認め

た(燕％サンタフェ郡居住者に対するこの世論調査
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では、９３％の住民が、WIPP施設について知って

おり、８３％の住民が、この輸送道路について知っ

ていた。さらに、この輸送道路の近接する不動産

は、一般の不動産と比較して11％から30％の価

値に下落すると、４１％の住民が信じていた(鎧7ｔ最

高裁は、この世論調査は、核廃棄物輸送に対する

不動産購入者の恐怖と、その恐怖が不動産の市場

価値にもたらす影響を効果的に立証していると判

断した(麺)。

第２は、世論調査を信用した専門家証言につい

てである。原告は、その所有する残地にかかわる

損失を立証するために、不動産評価の専門家によ

る証言を導入した(55,)。当該専門家証人は、ＷＩＰＰ

とを結ぶ核廃棄物輸送道路は、当該道路の周辺の

土地の価値に影響を与えるものであると証言し、

その根拠の一部として前述の世論調査結果を用い

た(卸).被告は、この証拠を許容することに反対

し、この世論調査結果には疑問があり、かつ、専

門家証言における有効な根拠とはなり得ないと主

張した(弱'1゜しかし、州最高裁は、適正な専門家証

人（aqualifiedexpertwitness）は、自らの見解

の基礎として非専門家による情報を用いることが

できるとした(鋪2％よって、たとえこの世論調査が

一般公衆の恐怖による不動産価値の下落に関する

決定的な証拠ではなくとも、当該専門家証人は、

恐怖による不動産価値の下落が起きたとする自ら

の結論を導く過程で、この世論調査に部分的に依

拠することができるとしたのである(5`31．

第３は、原告が導入した核の安全性に疑問を投

げかけるビデオ・テープに関する判断である。陪

審は、原審の審理の過程で、「WIPP問題の追求、

ニューメキシコに置き去りにされた国家的危機

(TheWIPPTYPail,aNalion1sCrisisDumpedon 

NewMexico)」というタイトルのビデオを見るこ

とを許されていた(剥しこのビデオは、核の安全問

題に関する市民グループ（ConcemedCitizensfOr

NuclearSafety）により製作されたもので、ＷＩＰＰ

プロジェクトに真っ向から反対するものである(顕)。

市側は、このビデオは、証拠として許容性がなく、

証明力のある事実よりもその偏見による効果が大

きく優っていると主張した(鰯)。最高裁は、このビ

デオテープは、一般公衆が輸送道路周辺の不動産

価値が下落するという認識を形成するにあたって

信頼した情報に関する証拠であると示唆した(5碗)。

さらに、このビデオは、原告側の不動産専門家証

人が、その一般公衆による認識に関する自らの見

解を形成したときに依拠したものであるので、証

拠としての関連性があるとされた(鍼)。

第４は、市側が原審で導入しようとしたＷＩＰＰ

輸送システムの安全性と検査に関する証拠(卸)に

ついてである。市は、原審において、前述したビ

デオの偏見的効果に対して、①輸送される核廃棄

物の種類、②年間および各週ごとに予想される輸

送回数、③輸送担当者の選定と核廃棄物が保管

されるコンテナの種類に関する安全管理プログラ

ムとスクリーニング・プロセスに関する証言を導

入して、バランスを取ることを求めた(５７０１゜しかし、

原審は、これらの証拠の許容性を否定するととも

に、当該輸送道路に沿って起きる可能性のある核

関連事故に関するいかなる証言も排除した(５７１１。最

高裁は、これらの証拠は、WIPP輸送システムの

安全性あるいは危険性に関連するものであるが、

それは、多数判例法理においては問題とされない

一般公衆の認識の合理性に係わる証拠であるとし

て、この原審による証拠の排除を支持したのであ

る(572)。

最後に、原審で市が導入しようとしたSt､Fran‐

cisDriveに沿った不動産に関する５年間の価値調

査についての証拠(5?3)に対する判断がなされた。こ

の調査結果は、この道路がロス・アラモス研究所

へ核物質を輸送するために使用されていたにもか

かわらず、その不動産価値は増加したことを示す

ものであった(5脚)。原審では、この調査結果を証拠

として関連`性がないものとして排除された(5両)。最

高裁は、この調査では調査対象となった不動産の

売手と買手が、当該道路において核廃棄物が輸送

されていたことの知識があったかどうかが明らかに

されていないため、原審が当該調査に関する証拠

を排除したことは、その裁量の範囲内の判断とし

て認められるものであるとした(5?`)。また、この調

査では、当該道路に沿った不動産の価値に対する

一般公衆の認識が示されておらず、かつ、この道

路近辺の不動産と原告の所有する不動産とを比較

しようとする意図も見られなかったと判断した(5両〉。

このように、Komis判決の法理は、一般公衆の

恐怖の存在を示す証拠の導入を認める一方で、当
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用収用が起きた場合に、その残地補償を求める原

告が勝訴できるのである(57,)。

該恐怖の合理性に関する証拠を排除するものであ

る。不動産評価に関する証拠は、それが残地の

｢適正な市場価値（fairmarketvalue)」を決定す

るものであるか、一般公衆による恐怖により当該

不動産価値の下落が事実起きたか否かを決定する

にあたって裁判所や陪審の判断を助けるためのも

のであれば、その導入が広範に認められることを

明らかにしている。

D､逆収用訴訟の理論的可能性

逆収用（inversecondemnation）とは、政府に

より収用手続が開始されていない段階において、

不動産所有者が自己の財産の収用に対する正当な

補償を請求する手続を意味する(5601。政府機関ある

いは政府から授権された公益企業等による収用が

自らの所有する不動産に近接する他の所有者の不

動産に対してなされた結果、自らが所有する不動

産は公用収用の対象にならなかったものの、当該

不動産が一定の高いレベルの電磁波に曝露した、

あるいは、そのような電磁波に近接していること

の結果として損失を受けていると信じている者は、

政府が公的利用のために自らの不動産を収用した

として、憲法に基づく逆収用訴訟を提起すること

が可能である。この類型の訴訟が逆収用と呼ばれ

るのは、政府による公用収用手続が自らが所有す

る不動産に対してなされていない場合において、

当該不動産の所有者の側から積極的に訴訟を提起

して、合衆国憲法第５修正あるいはこれに相当す

る州憲法条項を援用しなければならないことにそ

の理由がある。

この逆収用訴訟を提起する原告が損失補償を得

るためには、政府機関等が、自らの所有する不動

産の財産上の利益に損失を与え、これが収用に該

当することを立証しなければならない(鋼1％具体的

には、原告は、当該不動産が高レベルの電磁波を

放出する送電線の近くに位置することは、原告の

財産権に対する収用を構成することを立証する必

要がある。

原告が、このような主張を行う場合に、従来の

判例法理で類推的に適用可能な法理は、①連邦最

高裁の公用収用の一般法理、②空中地役権（錘

spaceeasement）の法理、および③ニューサンス

による収用法理の３つであろう。ここでは、これ

らの3つの法理を概観しながら、送電線建設に伴

う電磁波環境訴訟における逆収用訴訟の理論的可

能性を検討する。

4.公用収用判例の特徴

これまで見てきたとおり、電磁波環境訴訟にお

いて、一般公衆が送電線に対して抱く恐怖によっ

て当該不動産の市場価値が減少した場合、①これ

を損失補償の対象とするか、また、②損失補償の

対象とする場合、その一般公衆のもつ恐怖に関す

る合理性の立証が必要となるか、という２つの争

点が存在した。そして、この2つの争点に対して、

少数判例法理、中間的判例法理、および多数判

例法理という３つの異なる判例法理が形成され、

法域によって異なる結論が出されていた。近い将

来においても、これらのうち、いずれかの判例法

理が、すべての法域に統一的に採用されるとは考

えられない。しかしながら、近年、ニューヨーク

やカンザス州が多数判例法理へと判例変更し、

1992年にはニューメキシコ州が多数判例法理を採

用したことから、全体として多数判例法理へと向

かう流れがあると言える(5犯〕６

現在、圧倒的影響力をもつに至ったこの多数判

例法理の特徴をまとめるならば、①完全補償の法

理を重視し、②送電線等の一般公衆の恐怖の対象

物に関する安全性にかかわる証拠については中心

的争点ではないとするとともに、③かえって、当

該対象物の安全性に関する科学的証拠を排除して

いる点にあろう。このことは、原告が所有する残

地について一般公衆の恐怖により不動産市場にお

ける価値が下落したことさえ立証したならば、被

告公益会社に対して、（i)事実上の厳格責任を課

し、かつ、（ii)その反証あるいは抗弁の大部分を

奪う結果を生むのである。このような強力な法理

が存在するからこそ、電磁波環境訴訟をはじめ、

核廃棄物輸送道路などの嫌悪施設の設置に伴う公
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1.連邦最高裁による収用法理の限界 用と受益を侵害する場合には(鞘，)、正当な補償が必

要となる公用収用を構成するとしている(5901゜これ

が、空中地役権（airspaceeasement）による収用

である｡

たとえば、PortsmouthHarborLand＆Ｈｏｔｅｌ

ＣＱｖ・UnitedStates判決(５，１)において、原告は、政

府の要塞からの砲弾が原告が所有している夏期リ

ゾート地の上空を通過することに対する損失補償

を請求した(5921。連邦最高裁は、この発砲に伴う急

迫した危険は、原告の所有地にとって地役権（a

servitude）を課すものであり、そのような行為は、

公用収用を構成すると判示した(鋼)。この判決にお

いて、砲弾が当該所有地上空を通過することによ

って生じる不動産価値の減額が、空中使用の価値

と公用収容に基づく損害として認められた(594％

また、UnitedStatesv・Causby判決(595)では、前

述のPortsmouthHarborLand判決の論拠が土地

の上を低空飛行する軍用機に対して適用されてい

る。このCausby判決では、原告は、連邦空軍機

が自らが所有する住居および養鶏農場の上を低空

飛行していることで、不動産の利用を十分におこ

なえず、かつ、睡眠不足、神経症、および恐怖を

引き起こしたとして、逆収用に基づく損失補償を

請求する訴訟を提起した１５蝿)。連邦最高裁は、政

府は原告の土地を公用収用しているか､｢航路地役

権（navigationeasement)」を設定しているので、

原告は合衆国憲法第５修正に基づく公用収用に該

当するとして損失補償を認めている(勘１゜この判決

において、連邦最高裁は、明白には述べていない

ものの、①損失補償が認められるためには、何ら

かの形の侵害が必要であることを示唆するととも

に(s")､②公用収用を構成するためには、土地所有

者の所有権的諸利益が破壊される必要はなく(魂)、

極端な低空の頻繁な飛行は、当該不動産所有者に

よる土地利用と利益の享受を相当程度侵害するも

ので（asufficientinfringement)、これは合衆国

憲法第５修正における収用に該当するものである

ことを明らかにしている("しこの②が意味すると

ころは、「侵害によって発生する損失の量ではな

く、侵害の性質そのもの」が､ある政府行為が収

用を構成するものであるかを決定することになる

というものである(釦')。

連邦最高裁は、この後、GriggsMAllegheny

合衆国憲法第５修正は、連邦政府が公用収用を

行う場合には、正当な補償が必要であることを規

定している。この条項の適用は、政府による直接

かつ意図的な私的財産の収用に限定されていな

い唾1．むしろ、財産所有者の権利や利益を侵害す

る多くの類型の政府行為について損失補償を受け

る権利を認める判例法理が形成されている(583)６

しかしながら、連邦最高裁は、どのような類型

の侵害行為について損失補償を受けることができ

るかについて、明白に定義しておらず(鰹)、個別の

事実関係に基づくアプローチ（acase-bycasefblc‐
tUalapproach）をとってきた(5851。もっとも、連邦

最高裁がこの問題について判断を下す際には、①

政府の行為の性質、および②当該行為の経済的影

響（theeconomicimpact）について考慮してきた

が、特に②の要素の判断を行う際には、政府によ

る行為が財産所有者の「合理的な投資回収期待

(reasonableinvestmenfbackedeXpectations)」に
ついて特に重点を置いてきたといえる(5"。このた

め、純粋な物理的侵害あるいは権利侵害(5871のみ

ならず､規制行為（regulatoIyactions）も合衆国

憲法第５修正の意味する公↓用収用を構成するもの

と判断される場合がある(588)。

このような連邦最高裁による公用収用に関する

判例法理に基づけば、送電線が設置される場所に

近接するものの、公用収用の対象とならなかった

不動産を所有し、その財産価値が減少したことか

ら逆収用による損失補償を請求する訴訟について

も、理論上の適用可能性があると言えるが、必ず

しもどのような適用がなされるのかは明らかではな

い。むしろ、このような場合には、その侵害の性

質と経済的影響について見れば、以下に述べる空

中地役権（airspaceeasement）とニューサンスに

よる逆収用法理の方が、より近い類推を生み出す

ものと言える。

2.空中地役権による収用法理

連邦最高裁は、政府が私的所有地の上空を使用

し、かつ、これにより当該土地所有者の土地の利
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County判決(602)において、この論拠を肯定した。

この事件では、郡の運営する飛行場が、原告の所

有地の上を超低空で頻繁に飛行することを認めて

いたため、これが原告と他の占有者に彼らの住居

から転居せざるを得ない事態を招いた(603)。連邦最

高裁は、超低空飛行に伴う騒音、振動および恐怖

は、原告の土地の利用の受益を侵害しており、よ

って、これは憲法に違反する収用を構成するもの

であると判示した(604)。最高裁は、その理由とし

て、原告の不動産は、居住用としては好ましくな

くかつ受忍限度を超えたものとなり、よって、郡

は原告の不動産に地役権を設定したものというこ

とができ、これに対する補償が必要なものである

とした(605)。

これらの連邦最高裁による３つの判決を見てく

ると、飛行機が原告の不動産を物理的に侵害した

程度が、連邦最高裁が航空地役権に関する紛争を

決定する際の重要な要素となっていることがわか

る(60`)。しかしながら、連邦最高裁は、航空地役権

に関する事件において、原告の所有する不動産の

上空を物理的に侵害することが決定的要因である

とまで明言していない。これに対して、いくつか

の連邦下級審判決では、この問題が直接的に言及

されており、航空機による飛行に関する事件の場

合には、当該不動産上空への物理的侵害が私的財

産の収用に当たるか否かについて考慮されるべき

要素であるとしてきた(607)。

Causby判決とその後の判例は、空中地役権に

よる収用から生じた損失補償を得るためには、土

地所有者は、政府あるいは、公用収用をする権限

を授権された機関が、原告の所有する不動産卜牢

を物理的に侵入し、侵害したことを立証しなけれ

ばならないとしている。これらの判例では、原告

の不動産に対する空中における継続的侵害は、地

上における侵害と同様のインパクトがあるとされ

ている(噸)。

このため、電力会社による原告の所有地の逆収

用を立証するためには、①原告は、近接する送電

線から放出される電磁波は、砲弾や航空機のよう

に、原告の所有地の上空を実際に物理的に侵害し

ていると主張しなければならないとともに(`09)、②

電力会社の行為が、当該所有地の利用や利益の享

受にとってなんらかの直接的侵害（immediate

interfもrence）を構成するものであることを立証し

なければならない(`'0％しかし、原告が①人間には

感知することができない電磁波により実際の物理

的侵害が起きているということを裁判所に納得さ

せることは困難であり、②この侵害により飛行機

による侵害と同程度の財産権の侵害が起きたと立

証することは困難である。よって、これらの判例

に基づいて、送電線から生じる電磁波による損害

を航空地役権の論理で立証することは困難である

と言えよう。

3.ニューサンスによる逆収用法理

すでに述べたとおり、多くの公用収用訴訟にお

いては物理的侵害が要件とされているものの、ニ

ューサンスなどの場合のように、一定の類型の非

直接的侵害をとおして、政府は直接的な物理的侵

害と等しいことを行うことがあることが認められ

ている(`11)。ニューサンスとは、コモンロー上の不

動産侵害に関する箇所で述べたとおり、土地の利

用または土地からの受益に対する侵害であって(6'2>、

通常、ニューサンスが認められるためには、実質

的かつ不合理な侵害が存在していなければならな

い(6131゜

しかし、コモンロー上のニューサンスに依拠し

て、送電線から生じる電磁波に関する損害を請求

する訴訟が困難であることは、すでに検証済みで

ある。この訴因に基づいて損害賠償請求訴訟を行

う場合、憲法に基づく公用収用訴訟よりも、多く

の問題に直面することになる。たとえば、原告は、

コモンロー上のニューサンスの主張においては、①

物理的侵害を立証する必要があり(`１４)、②不動産

の利用と利益の享受に対する侵害は、故意でなけ

ればならず(`１５)、③不動産価値の減少だけをもって

しては、ニューサンスにおける実質的損害を構成

するものと認められない場合もあり(616》、④逆収用

訴訟に関しては出訴期限法が適用されないのに対

して、ニューサンスにおいてはその適用があり、⑤

憲法訴訟においては認められない政府の行為に関

する免責が、ニューサンスに関する訴訟では認め

られる可能性があるのである(６１７)。もちろん、これ

らの諸問題のうちの幾つかは、逆収用訴訟でも問
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伴う間接損害よりも、電力のもたらす公共の利益

に重点を置くであろう。

このように考えると、この判例法理は電磁波環

境訴訟の原告に不利に見えるが、もしも原告が、

自らの損害が、他の送電線に近接する不動産所有

者の被る損害と比べた場合に特別で通常ではない

損害であることが立証できれば、勝訴できる可能

性がある。たとえば、送電所に近接している不動

産所有者は、他の送電線に近接して居住する人々

よりも高いレベルの電磁波曝露にさらされている

ととともに、騒音などにより頭痛などを被った場

合や、電気ショックなどがある場合には、なおさ

らこの特別な損害の法理による損失補倣の請求が

容易であろう。この法理では物理的侵害要件が存

在しているので、単に高レベルの電磁波曝露だけ

では、Richards判決におけるような黒煙、汚れ、

燃え殻、および振動といった侵害と同レベルの侵

害を受けていると認められないであろうが、騒音

による頭痛、電気ショックなどの身体的変調をき

たしている場合には、同判決の法理における特別

な侵害を十分に構成することなろう。結論は、連

邦最高裁が、電磁波環境訴訟を取り上げるか否か

にかかっている。

しかし、州レベルにおいては、①ニューサンス

による収用を認め、物理的侵害要件を排除してい

るオレゴン州の最高裁判決と、②州憲法における

損害条項を用いた判例法理が存在している。以下

では、これらの判例法理を概観した後、電磁波環

境訴訟への適用可能性を見ることにする。

題となるが、そのような場合でも、憲法訴訟に基

づく限り、政府が主張できる抗弁は非常に限定さ

れている。特に、このコモンロー上のニューサン

スにおいては合法的な政府活動に関する免責が認

められるのに対して、逆収用訴訟においては、こ

のハードルが存在しない点が、ニューサンスによ

る逆収用を検討する価値のあるものにしている(`'8)。

ニューサンスによる逆収用は、そのような名称

が存在していなかったにもかかわらず、米国にお

いては２０世紀初頭から認められていた。たとえば、

ごみ集秋場および下水処理場により引き起こされ

たニューサンスに対する損失補償を認めた判例が

ある(619＄

連邦最高裁判例では、これまで、直接的にニュ

ーサンスによる逆収用について言及していないが、

間接的にはこれを暗示する判決を下している。

Richardsv,WashingtonTmminalCo､判決(")で

は、原告は、被告の鉄道のトンネルから114フィ

ート以内に位置するレンガ作りの家を所有してい

た(唾u･原告は、当該鉄道会社が、原告の財産を

部分的に破壊し、よって不動産に関する利益の享

受に対する逆収用が成立すると主張した(622も連邦

最高裁は、鉄道事業の適切な運営によるトンネル

から生じた通常の煙とガスとによって引き起こさ

れる損失は補倣の対象とはならないと判示した(`蝿１．

これは、同裁判所が、この種の侵害は、通常の鉄

道の運営に伴うもので、軌道に沿って居住する

人々全てが被るものであると判断したためであ

る(靴

しかしながら、同裁判所は、原告が所有する不

動産に対してトンネルロからの煙とガスが強く吹

き付けることは、原告の不動産の利用と享受に対

して、特別かつ固有の、実質的な負担を課すもの

であって、これは公共の利用のための私的財産の

収用に該当すると判示した(瞳)。

この判決で用いられている「特別かつ固有の損

害」法理を送電線から生じる電磁波に対して適用

し、逆収用を主張することは可能であろうか。も

しも連邦最高裁が、このRichards判決における法

理を送電線に沿って生活する住民に対して適用す

る場合には、電磁波曝露を受ける不動産所有者

と、単に送電線の近隣に住む－般公衆との比較が

なされるであろう。さらに、裁判所は、送電線に

ａオレゴン州最高裁のニューサンスによる逆

収用法理

オレゴン州最高裁によるThomburgMPortof

Portland判決(")は、現代の公用収用法理の形成

過程において、初めてニューサンスによる逆収用

を認めた判例である。この事件の原告は、近隣の

飛行場に着陸するジェット機の騒音に関して逆収

用訴訟を提起して、その損失補償を求めた(６２７１。原

告が、航空地役権（anairspaceeasement）に基

づく理論では、当該飛行機が原告の不動産の近く

ではあるが直接その上を飛行するものではないの
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で、請求を行うことはできなかったためである(628)。

州最高裁は、本件で、飛行機から生じる騒音はニ

ューサンスであり、これが政府による収用を織成

するものであると判示したのである(`鋤し

この判決では、①実際の不法侵害（anactual

trespass）が存在しているか否かではなく、飛行

場の運営に関する政府行為がどの程度、原告の不

動産に関する諸利益を侵害しているかが強調され

るとももに緬釦)､②飛行機力埴接に当該私有地の上

空を飛行した場合には地役権が生じるが、飛行機

が別の不動産上から数フィートそれて飛行した場

合には地役権が生じないとするのは、非論理的で

あるとの判断を示している噸'１゜よって、政府機関

による行為が、（i)継続的不法侵害（repeated

trcspass）を構成する場合、あるいは、（ii)継続的

非不法侵害行為（repeatednontrespassoIyinv証

sions）がニューサンスを構成するまでに至った場

合のいずれであっても、当該不動産の利用価値の

ある所有（theusefUlpossession）を実質的に奪

うことになるので、収用と判断される場合がある

と判示した《趣)。

このオレゴン州最高裁によるThombulg判決は、

連邦最高裁によるBatten判決で公用収用の要件と

された物理的侵害が要求されていない(6331。また、

州憲法および州の公用収用法に関する判例では、

このThomburg判決の法理に従うものが多く存在

している(“)。

飛行するか否かにかかわらず、飛行機のオペレー

ションと飛行により、州憲法条項の意味する財産

の収用と損害が起きる可能性があると判示した(麺)。

本来であれば、ワシントン州憲法は、不動産に

対する損害に関する補償をも規定しているので、

同州最高裁は、本判決において、連邦最高裁によ

るBatten判決における物理的侵害法理と矛盾する

ことなく、州窓法の規定する損害条項に基づいて

収用の成立を認めることができたはずである(")。

しかしながら、同裁判所は、直接にBatten判決の

法理を否定し、これに代わって前述のオレゴン州

最高裁によるThomburg判決で用いられた法理を

採用している(即)。つまり、当該侵害的行為が原告

の所有する不動産上で起きたか否かではなく、原

告の不動産利用に対する侵害こそが、補績の有無

を決定するものであると示唆している(“'１６同裁判

所は、原告は、法的に厳密な意味での不法侵害

(trespass）に対する救済を求めているのではなく、

不動産の利用と利益の享受を侵害する飛行により

引き起こされる総合的環境の悪化に対する補償を

求めているとしたのである("21。

c,ニューサンスによる逆収用法理の電磁波環

境訴訟への適用可能性

送電線の設置・運営に伴う不動産価値下落に対

して逆収用理論に基づいて損失補償を求める原告

は、ニューサンスによる逆収用を主張できる理論

上の可能性があるので、ここで検討したい。

この理論に基づく場合、Thomburg判決("3)で

認められているとおり、原告にとって物理的侵害

の要素の立証を回避できるという利点がある。つ

まり、ニューサンスに基づく収用を主張する原告

は、当該電力会社が、原告の所有地に対する利用

と利益の享受に対して不合理な侵害を生み出した

と主張すればよいのである(…。原告は、この理論

を用いて、送電線に近接して居住していることか

ら生じる恐怖自体が、当該不動産の利用と利益の

享受に対する侵害を構成すると強調するべきであ

ろう。

しかし、このニューサンスによる公用収用に関

する法理では、原告は、物理的侵害要件を立証す

b,州憲法における損害条項に基づく判例法理

多くの州では、当該私的財産が収用あるいは損

害を受けた場合に、正当な補償が必要であるとす

る憲法条項が存在している(“５１。このため、合衆国

憲法における侵害要件を問題とすることなく、損

害に焦点をあてて、連邦最高裁判例の論理を回避

しながら、損失補償を認める判例が存在している。

たとえば、ワシントン州最高裁によるMartinv・

PortofSeattle判決(636)では、原告は、低空のジェ

ット機が原告の所有する不動産の近くを飛行する

ため、これに起因した損害と収用による不動産価

値の下落に対する損失補償を請求した(臼7)。州最高

裁は、当該飛行機が直接的に原告の所有地上空を
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る必要がないにもかかわらず、送電線から生じる

電磁波により、原告の所有する不動産の利１１１と利

益の享受を実質的に侵害されたと立証するのは、

困難であると考えられる。なぜならば、電磁波へ

の曝露は、近くを飛行する飛行機の騒音や振動に

よる侵害と同程度のものであると陪審を説得する

は容易ではないことが予想されるかあらである。こ

のため、陪審が、①電磁波曝露に対する恐怖が単

独で不動産利11]に関する侵害を構成するか、②送

電線からの電気ショックや騒音などの物理的侵害

などが存在しない限り(６編)、原告の主張する損失ﾈilj

債の可能性は限定されることになろう。

方の事例とも、２９０F.R､§1910.97(a)(1)(iii)によ

って規定されているものであるが、これらの条項

の効力について定めた29ＣＦ.R・§1910.97(3)②(i）

では、これらの条項が強制力のある基準ではなく、

勧告的基準であるとしている。

(302）DAvIDRTWoMEY，ACoNcIsEGulDETo 

EMPLoYMENTLAwll2,121(1986)， 

(303）JAcKBHooD､ＥＴＡＬ.,WoRKERsiCoMPENsA 

TIoNANDEMPLoYEEPRoTEcnoNLAws70(2ndeCL 

l990)． 

(304）nZat6L 

(305）kZat82． 

(306）Itiat34． 

(307）Daytonv、BoeingCo.，３８９Ｆ・Supp、４３３

（1975)． 

(308）また、原告の妻も、コンソーシアムの喪失に

基づく楓害を論求したckiat34．

(309）凪

(310）Iidat435 

(311）ｊｄＬ 

(312）uat435-36． 

(3]3）No.88-2-10752-1(Wash､Super・CLsettle‐

mentapproved,Ａｕｇ15,1990)． 

(314）生eThomasP・Cody,AssessmgtheHealth

RiSksｏｆＥｌｅｃｔ1℃magnetibF池IdS:TheProhlemof

SbientijHbUhcerZaiｍｙｉｎＥ/ectrﾌﾟcPowBrLii]eReg 

ulation,２０CoLoMALL､24,32(199])． 

(315）SettIementReachedカブBoeingEXposure

Sui’５ToxIcsLREP-12,ａｔ404,405（Au9.22, 

1990)． 

(316）Itf． 

(317）SeelnreBrewer,No.IL743915／Ｎ364175 

（Ｗａ・DeptDfLaborandlndustries)．

(318）SeeDeniseWaIkentin,SeattleCityLight 

WinsEMFLawsuitBroughtByWorker,E1ec、

LigbtandPower,Jan1,1995,at３(construingPU‐ 

ｉｓｕｋｖ・SeatlieCiWLight,C1aimNo.Ｔ448239

（Wash､BdInduS・Ins・App､1994))．

(319）Seeid． 

(320）Seeid． 

(321）No.88-2-10752-1（Wash・Super.Ｃt､,settlG

mentapproved,Ａｕ9.15,1990)． 

(322）SeelnreBrewer,No.Ｗ43915/N364175 

《注》

(295）本章に関する記述は、前掲注25における

Stottel論文とAnibogu論文に加え、以下の文献を

参考にした。JAcKB・HooD,ErAL,WoRKERs1CoM

PENsATIoNANDEMPLoYEEPRoTEcTIoNLAws(2ｎｄ 

ｅｄ、1990)；ＳｅａｎＴ・Murray，CompamkivC

ApprDachesmtheRegma!"onofE｜ecjmmagnetib 

EiekZsintl]eWblakpjace,5TRAKsNATlLL&CoN-

TEMP､ＰＲｏＢｓｌ７７（1995)；JulieGannonShoop， 

WbrkBJs1CbmPClaimApplwed/brCancerfm]７ 

Ｅ/ectmmag〕eけcFYeﾉ｡S,TRIAL(Septemberl994）

ａｔ１７.なお、邦語文献としては、以下を参11(｜した。

中窪裕也「アメリカ労働法』（弘文堂、1995)、

三柴文典「アメリカにおける労災予防権の検討一

とくに労働安全衛生法（OSHA）の一般的義務条

項との関わりについて」季｢１１労働法181号139頁

以下（1995年)。

(296）２９ｕｓ.C・§§651-678(1994J．

(297）Sedion5(a)oftheAct,29ＵＳＣ.§654(a)． 

(298）ＤＡｖＩＤＰ,IWoMEY,ACoNcIsEGuIDETo 

EMPLowENTLAwll2,121（1986)． 

(299）注20のYoung論文を参照のこと。

(300）２９Ｃ`ＦＲ.§1910.97(1992)． 

(301）SeeWestemUnionTelegraphCo.,Glen‐ 

woodEarthStation,０．ｓ､ＨＲＣ､DocketNo､８０‐ 

４８７３（Ｍａｙ18,1981)，９０．ｓｎ.C・(BNA)2093

（1981)，at69andSwimlineCorporaUon， 

ＯＳ.H・ＲＣ､DocketNo、12715（Dec､31,1975)，

1975-19760.ｓ・ＨＤ.(CCH)120,379(1975).この両
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1334,1339,1344,253CaLRptr・’４４，１４５，１４９

（1988)．また、不法侵害訴訟においては、陪審

は身体的・精神的危害に関する証拠についても考

察できるので、不法侵害訴訟は、公用収容訴訟

よりも、より大きな賠償を得られる可能性がある。

(329）See,ｅｇ,AlaskaPlacerCo.v・Lee,553Ｐ､2．

５４，６１(Alaskal976)(故意による不法侵害の場合

には、懲罰的損害賠償が認められる）；Whitev・

CitizensNat1lBank,２６２Ｎ.Ｗ､2.812,817(Iowa 

l978）（同旨)．

(330）SeeLembeckv､Nye,24Ｎ.Ｅ686(1890)． 

(331）See,e､ｇ,MartinvReynoldsMetalsCo.,221 

ｏｒ、８６，８８－８９，３４２Ｐ､2．７９０，７９１（1959)，

celmBnied362U.S,918(1960)． 

(332）Ｅｇ,ColwellSys.,Inc.ｖ・Henson,ｌｌ７ｎＬ

Ａｐｐ､3.113,452Ｎ.Ｅ､889,892(1983);Martinv6 

UnionP､ＲＲ.,２５６０r､563,565,474Ｐ､2.739,760 

（1970)． 

(333）Martjnv・ReynoldsMetalCo.,342Ｐ､2.790,

796(ｏｒ､1959),cBrmBnied362US､９１８(1960)． 

(334）See,ｅｇ,BrownJug,Inc.ｖ・Intemational

BhdofLamsters,Local959,688Ｐ､２．９３２，９３８ 

（A1askal984);PmhlvBmsamle,98Ｗis､2.130, 

152,295Ｎ.Ｗ､2.768,781(Ct･Appl980);REspYIE 

MENT(SECOND)oFToRIs§163(1965)． 

(335）故意あるいは過失がない場合には、被告は、

当該侵害が「異常に危険な行為(anabnormally

dangemusactivity)」を行った結果により起きた

場合にだけ責任を負うことになる。SeeREsTATB

MENr(SECOND)ｏＦＴｏｍＢ§166(1965).確かに、

電力供給そのものが事実上、重大な健康被害を

引き起こすものとは言えないこともないが、裁判

所は、このような重要かつ公的に必要なサービス

を「異常に危険な行為」であると認めるとは考え

にくい。Seegmemlly;jU.§５２０（ここでは、何

が異常に危険である行為を構成するかを決定する

と萱の判断の諸要素を述べている)。

(336）MartinMReynoldsMetalCo.,342Ｐ､2.790, 

792(ｏｒ､1959),cezmel]たd362U.Ｓ９１８(1960)，

(337）REsTATEMENT（SECOND）ｏＦＴｏＲＴｓ§１６４ 

（1965)． 

(338）See,ｅ､９，ClevelandParkCIubv.Ｐｍｙ,１６５ 

Ａ2.485,487-88(ＤＣ､1960)(被告のテニスポール

（WaDeptbofLaborandlndustries)． 

(323）Daytonv、BoeingCo.，３８９Ｆ・Supp433

（1975)． 

(324）SeeDeniseWarkentin,SeattleCityLight 

WinsEMFLawsuitBroughtByWorker,Elec 

ljghtandPower,Jan､1,1995,at3． 

(325）本章に関する記述は、前掲注25におけるAni‐

bogu論文とDepew論文に加え、以下の文献を参

考にした。LjsaM・Bogardus,RPcoveryandA〃

mtjOnofEleclmmagnelfbHejdMYlngabionCbsZs 

mEJecmbUhililyRatBs,62FbRDHAML,REV・’705

（1994);ToddDBrown,T7jePDwerLjneHainmi「

＆thelnMerseCbndemnalｺﾞOnAltemanIぞ,ｌ９ＢＣ、

ＥＩｗｒＬＡＦＦ・ＬＲＥｖ､655(1992);PhilipS・McCune，

Ｔ７ｉｅＰｂｗｅ｢LmeHeaItbCbntmveI1SyFLGgaﾉｐｍｂ‐ 

jemsaI7dRmposalSjbrRどjbmT,24Ｕ・MUCH､JL

REFDRM429(1991);PeggiAWhitmore,Empem′ 

OMTersjnCondemna血ｎＡｃｐｏｎｓＭ：lyRCceivB

Cbmpensa“ｎｌｂrDimjnmbionjnVahJetomier 

Pmperb'ＣａｕｓｅｄｂｙＰ[JbIicPB1℃ep血､:α､'ｏｆ

Ｓｍｔａ圧ｕＫｂｍｊＳ,24Ｎ.Ｍ､L,REM５３５(1994).ま

た、不法侵害およびニューサンスについては、多

くの邦語文献が存在するが、ここでは以下の論文

を参照にした。生田典久「米国における環境訴訟

の特色（一）－コモン・ロー上の救済と環境権

法による救済」ジュリ534号37頁以下（1973)、

徳本鎖「アメリカにおけるプライベイト・ニュー

サンス概説（一）（二)」ジュリ326号56頁以下

（1965)、同328号71頁以下（1965)。

(326）WPAGEKEEroNErAL,ＰＲossERANDKEITDN 

oNTHELAwoFToRTs§13,ａｔ76-77（5ｔｈｅｄ 

ｌ９８４)， 

(327）比e,e､9,Walkervblngram,251Ala､395,397,

37ｓｏ､2.685,686（1948)；Barrowv・Georgia

ljghtweightAggregateCo.,l03GaApp､704,709, 

120ＳＥ､2.636,641（1961);Prosser＆Keeton， 

sUpmnote326，§13,ａｔ76． 

(328）αHoustonLighting＆ＰｏｗｅｒＣｏｖ､Klein 

lndePSchoolDist.，７３９ｓＷ､２．５０８，５１１ 

（TexCLApp､1987）（学校の近くに送電線を建設

した電力会社に対して、陪審が2500万ドルの懲

罰的損害賠値を認めた原審の上訴審）；Ｓａｎ

ＤｉｅｇｏＧａｓ＆Elec・ＣＣＶ・Daley,２０５ＣａＬＡｐｐ３ｄ
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が原告のプールの排水溝を詰まらせた場合、たと

え被告に危害を加えようとする意思がなかったと

しても、不法侵害は成立する)．

(339).I企EIDNErAL,sUpmnote326,§13,at71．

(340）Amphitheaters,Inc､v6PortlandMeidows， 

198Ｐ2.847,850(or､1948)(光の侵入は、不法

侵害を構成しない）；CelebrityStudios,Inc.ｖ・

CivettaEXcavating,Inc.,３４０Ｎ・ＹＳ２ｄ６９４,７０４

Ｕ973)(騒音と振動の侵入は、不法侵害を構成し

ない)．

(341）342Ｐ2.790,794(or､1959),“rfdenjedl362 

US918(1960） 

(342）luat792． 

(343）被告は、一定の物理的大きさをもったものだ

けが、不法侵害における対象物として認められる

ため、本件は、不法侵害訴訟における6年間の出

訴期限ではなく、ニューサンスの場合の2年間の

出訴期限が適用されるべきであると抗弁した。裁

判所は、この主張を否定して、「本裁判所は、そ

の対象物の大きさよりも、そのエネルギーあるい

は力に焦点をおくものとする」と判示した。IdIat

794.そして、当該侵害は、不法侵害であるとみな

されるため、被告は過去6年間にわたる損害の賠

償責任を負った。

(344）ｎｌｂ 

(345）ＳＥｅ,ａｇ,CityofB1oomingtonlnd.ｖ､West・

inghouseE1ec､Ｃｏｍ.,891E2d611(7thCir,1989） 

（PCBが市の下水処理システムに放出されたこと

は、不法侵害を構成する可能性がある）；ＢｅｄｅＵ

ｖ・Goulter,261Ｐ2.842,850(or､1953）（爆破作

業により生じた空気および地中の振動は、不法侵

害を構成する）．ButSeeDuersonMEastKy・

PowerCoop.,８４３ｓ.Ｗ､２．３４０(１６/､Ct,ApPl992） 

（電磁波による不法侵害の主張を否定し、州政府

が、これまで環境保譲庁からその放出にあたって

許可を必要とする大気汚染原因として電磁場を特

定していないことを理由に挙げている)。

(346）たとえば、以下のような場合にも不法侵害を

構成するとする判例がある。Staplesv・Hoefke，

189CaLApp3dl397,1406(1987）（音波は、不法

侵害を構成する）；MmylandHeightsLeasing，

Inc.ｖ・MallinckrDdt,Inc.，７０６ｓ.Ｗ､2.218,226

（Ｍ０.Ct・Appl985）（放射線の放出も、不法侵害

を構成しうる)．

(347）生eProsser＆Keeton,sUpmnobe326,§18,

ａｔ112．不法侵害においては、同意の存在を立証

する責任は、通常、被告が負っている。IdLatll2

n､2;ｓｅｅａＪｓｏＭcCaigv6TanadegaPubUshmgC０．， 

５４４ｓ0.2.875,879(Alal989)(同意は不法侵害に

基づく損害賠償請求の主張に対する抗弁である）；

SalisburyLivestockCo.ｖ､Co1oradoCentCredit 

Union,793Ｐ､2.470,475(Wy0.1990)(同意は、不

法侵害に対する｢絶対的抗弁(absolutedeimse)」

である)．

(348）SBeProsser＆Keeton,sUpIzmote326,§１７， 

atllO． 

(349）Ｓbe,ｅ､g,Ribletv･IdealCementCo.,５４ 

Wash､2.779,782.84,345Ｐ､2.173,175-76(1959)； 

Pmsser＆Keeton,sUmnnote326,§13,at83.84． 

(350）See,e､g,Berinv601son,183Ｃ0,,.337,342 

43,439Ａ2.357,360-61(1981)． 

(351）Pmsser＆KeelDn,sUpmnote326,§13,.60； 

seealsoBeetschenv･ShellPipeljneColp.,３６３ 

Ｍ0.751,758-59,253ｓ.Ｗ2.785,788（1952)； 

Evansv・CityofJohnstown96Misc､2.755,759‐

60,410Ｎ.Y・S2dl99’200-01(SupCt､1978)．

(352）Ｓｅａｅ､9,Beetschen,363Ｍ０.at758-59,253 

ｓ､W2dat788;Prosser＆Keeton,sUprHnote326， 

§13,.60 

(353）See,ｅ､9,TufHeyv､CityofSymcuse,８２ 

Ａ、2.110,116,442Ｎ.Y､S､2.326,330(1981)(侵

害者が公用収用権限をもっている場合には、不法

侵害ではなく逆収用が、損失を被った土地所有者

への救済を行うのに適切な理論であると言える)．

(354）Ｅｇ,Dmkev・Clear,339Ｎ.Ｗ､2.844(Iowa

CLAppl983);Sperryv・nTCommercialFin．

Ｃ0,.,799ｓＷ､2.871,878010.CtbApp・'990)．

(355）342Ｐ､2.790,794(ｏｒ､1959),cerfdenjed362 

US､９１８(1960)． 

(356）Seee・gMalylandHeights,Inc.v､MallinclG

rodtllnc.,７０６ｓ.Ｗ､2.218,225-26皿０.Ct・App，

1985)． 

(357）See,e､9,StaplesvbHoenKe,189cal・App､3.

1397,1406,235CaLRptr､165,170(1987)． 

(358）See,ｅｇ,Bradleyv､AmericanSmelting＆ 

RefCo.,l04Wash2d677,691-92,709Ｐ､2．７８２， 
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(373）IdIat518． 

(374）lblat518 

(375）TEx､PRoPCoDEAIvN.§21.021(Vemonl984)． 

(376）ＫＩｅｍ,739S､Ｗ､2dat519． 

(377MbKat521． 

(378）学校区は、下級審判決による最初の104,275

ドルの填補損害賠償は維持することができた。皿

(379）492Ａ2.27(PaSuper・CL1985)．

(380）mat2829． 

(381）IdLat29． 

(382）mat29-30． 

(383）ldLat3031．さらに、ニューサンスと共同謀

議に関する主張は、この不法侵害に基づく主張と

関連するものであるとして、適切にその訴因を主

張するものであるとした。ldLat31．

(384）kLat31． 

(385）liat32． 

(386）SEeBradleyv・AmericanSmelUng＆RefCo.，

lO4Wash2d677,684,709Ｐ､2.782,787(1985)． 

(387）SeeRESIylTEMENT(SECOND)oFTbRI召ch､40,

introductorynote,§822(1977)． 

(388）これまでのところ、原告が公的ニューサンス

の法理を用いて送電線建設の差止が舗求されたの

は、Stannardv・Axelrod判決（l00Misc､2.702,

706-11,419Ｎ.Y・S2dlO12，1015-18（Sup､CＬ

1979)）のみである。本件で、原告は電力会社に

よる公用収用に反対して訴訟を提起したが、裁判

所は、①本件に関する管轄権は、公共事業法に

より公共事業委員会にあるとされているため司法

による管轄権は排除されており、②裁判所が、州

の厚生・環境保護局に対して、原告の主張する

公的ニューサンスを監視するように命じることは、

当該規制権限が公共事業委員会にのみに与えられ

ていることから、裁判所はそのような命令を出す

ことはできないと判示した。このように、この判

例は、管轄権に関する争点に焦点をあて、公的ニ

ューサンスに関する争点を正面から論じていない

ので、事実上、電磁波環境訴訟における公的ニ

ューサンスの請求可能性という理論的争点を扱っ

た判例は存在しないといってよい。

(389）SeeREsIynEMENT（SECOND）ｏＦＴｏＲＩｓ§ 

８２１，（1965)．このように、私的ニューサンスは、

その定義から不法侵害に該当しないものではある

791(1985)． 

(359）See,ｅ､g,ljlmeburMPublicServ.C０．，４４ 

ＣＯ１０.App、504,504-05,614Ｐ､２．９１２，９１２９１３

（1980)(原審による不法侵害に基づく謂求の却下

を支持する一方で、公用収容に基づく主張を行う

よう訴状の修正を行うことを認めた)．

(360）920P2d669(Ca1.1996)． 

(361）ldLat695J96． 

(362）466ＳＥ､2.601(GaApp､1995)． 

(363）Idat606． 

(364）皿

(365）HoustonLighting＆PowerCo.ｖ・Klein

Indep・sch､Dist.,７３９ｓ.Ｗ､2．５０８（rex・CLApp

l987)． 

(366）クレイン独立学校区判決とならんで、もうひ

とつ広く報道された学校の敷地にかかわる高圧電

線に関係する判例が、Rauschv､SchoolBoardof

PalmBeachCounty判決（No.CL88-107729AD

（PalmBeachCtyCt､０ct､13,1989)，ajiPd582 

So2d631(F1aApp・'991)）である。この事件は、

小学校生徒の親達が、新しい小学校が、高圧送

電線に近接していることを理由に、同校を閉鎖す

ることを求めるクラス・アクションを提起したも

のである。裁判所は、当該小学校の閉鎖請求を

否定したが、学校敷地内に存在する高圧送電線

に子供たちを近づけないように命じた(NoCL88‐

10772-A，（PalmBeachCtyCt、０ct、13,

1989XOrderAccompanyingPlamtifPsMotionto 

DetemlineMeasurements)。また、同学校の周

辺の電磁波を1年間にわたって調査するよう命じ

るとともに、その調査結果を糖査するための管轄

権を同裁判所がもつと判示した。皿さらに、そ

の電磁場を計測するためのガウスメーターを、同

校のカフェテリア、校庭に設置し、個々の教室環

境の中における電磁波モニタリングを行なうため

に、教員が交替で同メーターを着用するように命

じた。皿

(367）lUem739S.Ｗ､2dat51L 

(368）ｌＬ 

(369）皿

(370）皿

(371）ｋＬ 

(372）ldnt517． 
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が、このことをもって、原告が同一の訴訟におい

て、不法侵害訴訟とニューサンスとの双方の主張

を行うことを妨げるものではない。SbejdU§821Ｄ

ｃｍＬｅ． 

(390）SBejdL§822(1965)． 

(391）もっとも、幾つかの法域では、この第２類型

に基づく主張が認められる場合がある。前述の

Houstonljghting＆PowerCo,MKleinIndepen‐ 

dentSchoolDistrict判決（739ＳＷ２ｄ５０８(rex・

CLAppl987)）では寸電力会社が学校に近接し

て高圧送電線を設置したことは、送電線から放出

される電磁波が同校の敷地に侵入しており、公共

の安全を過失により無視したものであると判示さ

れた。Idbat511．

(392）Ｅｇ,SneUingv,LandClearancefbrRedevel‐ 

opmentAutho,７９３ＳＷ３２ｄ２３２,２３３(ＭｏＣｔ・App、

1990);HendricksMStalnaker,380ｓ.E､2.198,200 

（Ｗ・Val989)．

(393）生ａｅｇ,Batesv・Qua]ityReadyMixCo.,154

Ｎ･W2d852(Iowal967)． 

(394）SBe,ｅ,９，SpurIndus・Inc.ｖ・DeLEWebb，

DeMCo.,494Ｐ､2.700(Ariz､1972)． 

(395）See,ｅ､9,PrahMMaretti,３２１Ｎ.Ｗ､２．１８２ 

（Wial982)． 

(396）SeeREsTAIEMENT(SECOND)oFToRIB§８２６ 

（1977)．一定の行為類型はリステイトメントにお

いて不合理なものとして分類されている。ＳｅｅｋＬ

§829;jdL§829A;iub§830(1977).この比較衡量

による決定は、過失責任理論からの類推によるも

のである。

(397）SeeRoGERACuNNINGHAM,ＥＴ､ALo,mELAw 

OFPROPERIY§７．２(1984)(大きな経済的損失は、

実質的損害を構成するものである)．

(398）SeeToddDBrown,Comment,IhePmｲﾊｅｒ 

ｌｍｅＰｌａ加血i〃＆thejjwE鱈eCbndemI7albronAItB形

nativ巴,１９Ｂ､Ｃ・ENvTL・AFF・LREv､655,685-86．

(399〉See,eg,SouthwestemConstr・ＣＯ.,Inc.v､ljb

erto,３８５ｓ0.2.633,635(Ala1980);ViUageof 

WUsonviUev､SCAServ.,Inc.,86,1.2.1,22,426 

ＮＥ､2.824,834(1981);REsmTEMENT(SECOND)ｏＦ 

ＴｂＲＩ君§822commentd(1977)．

(400）SBe,e､9,Haackv・LindsayLightandChem．

Ｃ0.,393,.367,373P75,66Ｎ.E､2.391,394(1946） 

（被告の行為は戦争目的の遂行に欠かせないもの

であって、原告が差止を得る権利を上回ってい

る）；Antonikv・Chambellain,８１０hioApp､465,

479,78Ｎ.Ｅ2.752,760(1947)(合法で必要な事

業の存続は、原告の不快さを上回る重要性があ

る）；seealSoProsSer＆Keeton,sUpmnote326，

§８８A,at631． 

(401）Ｓbe,e､９，BoomerMAUanticCementCo.,２６ 

Ｎ.Y､２．２１９，２５７ＮＥ２．８７０，３０９Ｎ.Ｙ､S､２．３１２ 

（1970)． 

(402）SbeZuidemav､ＳａｎＤｉｅｇｏＧａｓ＆Elec.C０．， 

Ｎ0.638222(CaLSuperCt･Apr､30,1993)． 

(403）626Ｎ.Y､S､2.414(SupCL1995)． 

(404）Iuat415-16． 

(405）Idbat416． 

(406）、Ｌ

(407）１dB 

(408）１１ 

(409）１m 

(410）712ＮＥ､2.1145(1999)． 

(411）kLatll47． 

(412）lLatll49． 

(413）l996ConnSuper,LEXIS2930． 

(414）皿at*2．

(415）mat*1． 

(416）Ｉｕａｔ*2-3． 

(417）niat*3． 

(418）ｌｕａｔ*8． 

(419）mat*9． 

(420）luatn2． 

(421）mat*13． 

(422）、fat*14．

(423）kLat*15． 

(424）この章の記述にあたっては、前掲注20の

Young論文および、前掲注25のAmbogu論文、

Depew論文及びPenn論文、前掲注325のBrown

論文に加え、以下の米国法文献を参照した。Lisa

MBogardus,RbcovaryandA11ocationofE上ctrひ

magme比F】eﾉdMitigzItjOnCbstsmEYecmbUhilib′

睦陀ｑ６２ＦｂＲＤＨＡＭＬ・REV・'705(1994);JohnK・

Rosenberg,Ｆ℃arofEYectmJmgmeticFYeldsasan 

EjementofDamag巴ｓｍＣｍｄ巴mnanmCasesm

KansaS5KAN.』.L・＆PuB・ＰｏＬ１Ｙ１１５（1995)；
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AndrewJamesSchutt,mePbwelImeDilemmaf 

Compensa〃ｏｎノbrDjmmjShedPmpeJｶﾊﾞﾉｾｌｊｕｅ

ＣｍｓｅｄｈｙＦ１ｇａｒｏｆＥｌｅｃＵｍｍａｇT7eUｺﾞbHejdS,２４ 

ＦIＡＳＴ・ＵＬ・REV,１２５（1996);RobynLT11ie

mann,BDpenyDemlualｺﾞOnQIusedbynBarof 

E】eclmmag71e此FYekls：ＵＳｉｎｇＤａｍａｇＵｓＺＤ

Ｅ打cDumgF[ﾉhljZiestDActE茄bjentbﾉ;71Ｎ.Y・ＵＬ

ＲＥｖ・’386（1996);PeggiAWhitmore,Pmpem′

ＯＭ７ｅ応mCbndenmaZYbnAcZbi0nsMk1yReceivB

CbmpmsatiDnjbrDjminuhminVaIuetDTYjeir 

Rmper6′ＱＩｕｓｅｄｂｙＰＵ飯ｃＰ巴r℃epUmrCjb'of

SanZa歴uKbmjS,２４Ｎ.Ｍ・ＬＲＥｖ､５３５（1994)．

なお、米国における公用収用について論じる邦語

文献は数多く存在するが、本章の記述にあたって

は以下の文献を参照した。梨本幸男「新版・［ケ

ース・スタディ］鑑定と補償一不動産の有効利用

と補償事例」（潰文社、1995年)、飯田稔「土地

利用規制と逆収用一規制的収用に対する司法的

救済をめぐって－」法学新報98巻３．４号155頁

以下（1991年)、寺尾美子「アメリカ法における

「正当な」補侭と開発利益一アメリカ法における

thepublicの－考察資料として」法協112巻11号

1503頁以下（1995)、松永光信「アメリカにおけ

る公用収用権とデュープロセス(4)」時の法令

1592号59頁以下（1999年)、由喜門眞治「アメ

リカの土地利用規制と損失補償（－)、（二)、

（三）完一合衆国最高裁判例に基づく日米比較

一」民商107巻３号404頁以下（1992年)、同

４．５号692頁以下（1993年)、同6号890頁以下

（1993年)。

(425）Ｓｅｅ,ａｇ,MichaelFreeman,TmeCourtsand 

ElectromagneticHelds,PUB.ＵTIL・FbRr.,July19,

1990,ａｔ20． 

(426）一般の人々の恐怖が残地の不動産価値を下

落させる事例は、これらの事例にとどまらない。

たとえば、高温化された原油を送付するパイプラ

インを設置するためになされた公用収用について、

これが住居に近接して設置されることから、一般

公衆の恐怖により残地の市場価値が減少すること

が専門家証言により立証された場合には、この減

少分の損失補償も認められるとした次の判例も参

照のこと。ＡＵＡｍ､PipelineCo.ｖ・AmmeITnan，

814ｓＷ､2.249(1℃x・CLApp､1991)．

(427）See,ｅ､ｇ,UnitedStatesv,Causby,３２８ｕｓ 

256,261-65（1945);Richardsv・WashingtonＴｅ好

minalCo.,233Ｕ､S､546,55658(1914);Thomburg 

vPortOfPortland,376Ｐ,2.100,109-10(1963)． 

(428）「正当な補侭なくして、私有財産が公共の

用途のために収用されることはない」ｕｓ・

ＣＯＮＳｎａｍｅｎｄ.Ｖ・

(429）生eWILLIAMB､SToEBucK,NoNTREsPAssoRY

TAKINGsINEHmNENTDoMAJN4(1977)． 

(430）Ｓｅｅｅ､9,FLA・STyYT．§361.01（1995);IND・

ＣｏＤＥ§81-8-1(1995)． 

(431）SeePeggiAWhimore,ﾉVbta田mpem′０Ｍ十

elmnCbnd巳mnatiOnActiOnsMayRbceivBCbm-

pensatiOmbrDjmjmJtiminl/hjUetomejrPrDp‐ 

eJ1yCausedbyPubrbP℃r℃eptiDn:α〃ofSama

nevBKbmis,24Ｎ.Ｍ､LbREv535,536(1994)． 

(432）SeejU.（政府が私的財産を自らの使用のた

めに用いる場合は当然に公用収用にあたるが、収

用された周囲の土地の不動産価値が著しく減少し

た場合にも公用収用に該当する),cidngPennsyl‐

vaniaCoalCo.v・Mahon,260ｕｓ､393,413(1922)．

どのような場合に公用収用に当たるかについて

は、定型的な判断基準は存在しないものの、裁判

所は、通常、経済的影響をも含めた政府行為

（thegovemmentalaction）の性質、特に「当該

行為がどの程度、不動産所有者を実質的に妨害

するか｣、「合理的な投資期待利益」などを考慮

して判断してきた。IjndaJ､Orel,Ｐ℃1℃Ｅｊｉ/PdHSks

ofEMF1sandLandbMTerCbmpensatim,６ＲＩＳＫ 

７９，８１（1995）（chmgPennCent・nPansp･ＣＯ.ｖ、

NewYorkCity,438ｕｓ､104,120(1978))． 

(433）この「公正な市場価値（fairmarketvalue)」

という概念は、当該財産に関して十分な情報をも

った潜在的購入者が、当該財産にとって適切であ

ると考えられるすべての利用法を考慮して購入し

ようとする、評価を行なう時点での市場価値であ

ると定義されている。SeeJuLIusLSAcmAN,４

NIcHoIsoNEMINENTDoMAIN,12.02[I],atl2-75 

（reM3ded､1996)． 

(434）See4An1402[1]． 

(435）この残地補償としての結果損害には、眺望に

関する損失（Iossofview)、景観・美観に関する

損失（lossofaesthetics)、および不動産利用に
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関する損失（Iossoflanduse）などが認められて

きた。艶e,ｅｇ,LaPlataElec,AssInv6Cummins，

728Ｐ､2.696,700(CCI0.1986)(enbanc)(送電線

による眺望の悪化による不動産価値の減額に対す

る補倣を認めた）；CentmllUPub､Serv.Ｃ０．Ｖ・

WestervelL367N.E2.661,663ｑ11.1977)(送電線

設置により生じる眺望の悪化は、損失補徽額の決

定に関連する要素である)．

(436）Seebag,AlabamaPowerCo.ｖ､Keystone 

LimeCo.,67ｓ0.833,835(Alal914)． 

(437）Seekiat833;seealSo田app妬,119ｓ0.2.aｔ

899． 

(438）艶eCentmlm・IjghtCo.ｖ・Nierstheimer，

185Ｎ.E､2.841,843皿.1962)(危険に関する想像

上のリスクは、補償を認める根拠としては、あま

りにも間接的、かつ推測的なものである)．

(439）Chesapeake＆PotomacTeLCo・MRedJack

etConsoLCoal＆CokeＣ0.,121ｓ.Ｅ278,280(Ｗ、

ＶａＣＬＡｐｐ､1924)(危険そのものが不動産価値を

減少させるのであれば、それは損害として考慮し

うるが、そのような危険は、現実の差し迫ったも

のでなければならないとともに、合理的に理解し

うるものでなければならず、間接的なものや単な

る可能性が存在するといったものでは考慮の対象

とならない)．

(440）６７ｓｏ､833(Alal914)． 

(441）ＳもejdLat833-34．

(442MdLat83435,837． 

(443）IbLat837． 

(444）ｊｄ裁判所は、送電線が人間と環境にとって

安全であるとする証言に重きをおいて評価した。

jdLat83384． 

(445）jdLat837． 

(446）ｊｕ 

(447）mat8350837． 

(448）jdbat835． 

(“9）１１９ｓ０．２．８９９(Ala､1960).Pappas判決も、

不動産所有者の土地にアラバマ電力株式会社が送

電線を設置しようとした公用収用に関する判決で

あった。Seejdat902．

(450）IdLat905． 

(451）ｌｄＬ 

(452）SeeA1abamaElec・Coop.,Inc・MRlust,574

Ｓ0.2.734,735(Ala,1990);De1namusv・A1abama

PowerCo.,265ｓ0.2.609,614(A1al972);South‐ 

ｅｍＥｌｅｃ・GenelntingCo・MHoward,１５６ｓ０．２．

359,362(Ala､1963)． 

(453）574ｓ0.2.734(Alal990)． 

(454）kKat736． 

(455）152Ｎ.E､486,489皿.1926)．

(456）IdUat490． 

(457）IowaPIllinoisGas＆E1ec・ＣＯ,v6Hoffman,468

ＮＥ､2.977,980(、､App・CLl984)．

(458）CentTalm・Pub､Serv､ＣＯ.v・Westerveltb367

NE2d661,６６３０U､1977)． 

(459）Heddinv・DelhiGasPipelineCo.,522ｓ.Ｗ､2．

886,888(Tex､1975).中間的判例法理は、次の連

邦最高裁判決でも用いられている。OIsonMUnib

edStates,292US246(1934)． 

(460）Ｓｅａｅ､9,Gulledgev､TbxasGasTransmis‐ 

ｓｉｏｎCorp.,２５６ｓＷ､2.349,353(167.ＣＬＡｐｐ、

1952)． 

(461）皿

(462）SeeUnitedStatesv､760.807AcresofLand， 

731Ｆ2.1443,1447(9thCir､1984)(連邦コモンロ

ーを適用している事例では、完全な推測に基づく

恐怖による損失を認めることばで萱ず、そのよう

な恐怖が合理的なものか、あるいは現実の経験に

基づくものである場合に限って補償の対象とな

る)．

(463）SbeAIkansasPower＆IjghtCo.v・Haskins，

528ｓ.Ｗ2.407,409(A1k.1975)(送電線からの危

険に関する懸念は、合理的なものである)．

(464）SeeNortheastemGasTransmissionC０.M 

mrsanaAcres,Inc.,134Ａ2.253(C0,,.1957)． 

(465）SeeSouthemlnd・GasandElec､ＣＯ.v・Gel、

hardt,172Ｎ.E､2.204,206(1,..1961)(陪審は、

送廻線が壊れあるいは嵐の間に倒壊するといっ

た可能性について、そのような可能性が存在する

のであれば、これによって引き起こされる当該不

動産の市場価値への影響を考慮することができる

と判示している)．

(466）SeeGulledgev･LxasGasTransmission 

Com.,256ｓ・W2d349(１６/､1959)．

(467）SbeDunlapv・LoupRiverPUbPowerDist.，

284Ｎ・W7420Jeb・'939)．
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(468）SeeTennesseeGasTransmissionCo・M

Maze,ｌ３３Ａ２ｄ２８（NJ・Super.Ｃt､App・ＤｉＭ

1957)． 

(469）SeeColvardv・NatahalaPower＆LightＣ０．，

１６７ｓ.Ｅ472,475(N､C､1933)． 

(470）SeeOldahomaGas＆ＥｌｅｃＣｏ.ｖ・Kelly,５８

Ｐ､2.328,329(O1dal936).このケリー判決では、

オクラホマ州裁判所が、将来、多数判例法理を

採用する可能性のあることが示唆されている。こ

の判決では、送電線による潜在的な危険のように

単なる推測に基づく補償は認められないものの、

そのような危害が不動産の市場価値に影響するこ

とを考慮することを認めるものであると判示して

いるからである。皿

(471）SPeHodgev・SouthemCitiesPowerCo.,８

TennApp、６３６（1928)；ｓｅｅａｊｓｏＡＵｏｗａｙｖ・

NashvUle,13ｓ.Ｗ､123(rennl890)． 

(472）SeeDelhiGasPipelineCo.ｖ・Reid,４８８

ｓＷ､2.612(Tex・CLApp､1972);seeajsoHeddin

v・DelhiGasPipelineCo.,５２２ｓ､Ｗ２ｄ８８６(Iもx、

1975)． 

(473）SeeTeUulidePowerCo､vBruneau,125Ｐ、

３９９(Utahl912)． 

(474）SBeCanyonViewRanchvBasinElec・Power

Colp.,６２８Ｒ２ｄ５３０(Wy0.1981).CanyonView 

Ranch判決は、送電線設置に関する公用収用手

続に対する損失補傲に関する事件である。ｋＬａｔ

531.ワイオミング州最高裁は、原審における陪審

説示において当該不動産に対する損失を決定する

場合には、「直接的かつ確実な要素を考慮するこ

とができる一方で、間接的で、想像の域を出ない

もの、あるいは推測に過ぎない要素を考慮するこ

とはできない」としたことを支持した。mat534,

541.そして、州最高裁は、下級審が不動産所有

者に対して、送電線に関する雑誌の記事を証拠と

して導入することを認めなかったことに誤りはな

いと判示した。Idat53637､これは、不動産所有

者が、当該記事における情報の信級性に関する立

証を何も行なわなかったため、この証拠は単なる

推測的なものに過ぎないと判断したのである。ｍ

ａｔ537． 

(475）不動産所有者が、一般公衆による送電線に

対する恐怖によって生じた不動産価値の下落に対

して損失補倣を受けられるかどうかという争点に

対して3つの異なった判例法理が存在しているこ

とに加えて、裁判所と法解釈学者の間でも、どの

州がどの判例法理を採用しているかについて評価

が分かれている。たとえば、WiUseyMKansas

CityPower＆IjghtCo､判決（631Ｐ､2.268,273

７５(Kan・CLAppl981)）では、アーカンサス州、

インディアナ州、ノースカロライナ州、オクラホ

マ州、ヴァージニア州が多数判例法理を取ってい

ると判断しているが、ある論者は、これらを中間

的判例法理をとるものであるとしている。See

McCune,sUprzmote325,at434P35nn2526、こ

のMcCune論文では、これらの州は、依然とし

て、合理性を問題としているとの判断から、中間

的判例法理をとっているものとされている。ヴァ

ージニア州は、明白に多数判例法理をとっている

とも、中間的立場をとっているとも双方にとれる

判決を下している。SeeChappellMVirginiaElec．

＆PowerＣ0.,458ｓ・E2d282(Val995)．

(476）SeeAdkinsMThomasSolventC０．，４８７ 

Ｎ.Ｗ､2.715,7210Ⅵichl992)． 

(477）SeeSelectiveResourcesv・SuperiorCourL

700Ｐ､2.849(Anz・CtbApp､1984).このSelective

Resources判決は、当該不動産を購入しようとす

る側に送電線の存在による影響についての実際の

知識があること証明する必要はなく、そのような

知識を持っているとの前提に立って補償を請求す

ることができるとした。IdLat852．

(478）284Ｎ.Ｗ､742(Nebl939)． 

(479）皿at743．

(480）juat744P45． 

(481）jdat744． 

(482）luat745． 

(483）lbLat746． 

(484）lbL 

(485）jdLat745． 

(486）IdLat746． 

(487）Ｉｄ． 

(488）SeeF1oridaPower＆LightＣ０．Ｖ､Jennings， 

518ｓ0.2.895,899mal987)． 

(489）皿もちろん、すべての公用収用において、

完全補償（fUllcompensatjon）が認められている

わけではない。たとえば、規制収用（regulatory
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takings）の場合には、政府の何らかの行為によ

って不動産価値が減少したとしても、当該不動産

所有者は､かならずしも損失補倣を受けることが

できるわけではない。SeePennCent､TTansp.Ｃ０．

Ｖ・CityofNewYOIk,438US104(1978)．この最

高裁判決の掲げる基準は、果たして当該規制が当

該不動産のすべての経済的に有効な利用を排除す

るものであるか、あるいは、当該不動産所有者の

投資に関する期待を排除するものであるか否かを

判断するものである。SeeLucasv・SouthCaroli-

naCoastalCouncil,505ｕｓ・'003,1016(1992)．

(490）SeeF1oridaPower＆LightCo.ｖ・Jermings，

518ｓ0.2.895,899個ａ1987)．

(491）SceUnitedStatesexJ巴LTVAv6Robertson，

354Ｆ､2.877(5thCir､1966)(aPPbmgl6US.C， 

§831)． 

(492）SBeUnitedStatesexJ℃LTVAvEasement 

andRightofWay,４０５Ｆ､２．３０５(6thCir・’968）

（applmgl6US.C・§831)．

(493）ＳもePacificGas＆Elec.Ｃ０．Ｖ.Ｗ､HHunt

EstateCo.,319Ｐ､２．１０“(Ca1.1957)． 

(494）SEeFIoridaPower＆LightＣ０．Ｖ､Jennings， 

518ｓ0.2.895,895ｍa､1987)． 

(495）SeeGeorgiaPowerCo.v､Sinclair,176SE,2． 

639,642(Ga､CLApp､1970)(送電線の潜在的危

険は、これに隣接する土地の市場価値と実質的な

関連があり、陪審によって考慮されるべき点であ

る)．

(496）SeeEvansv､IowaSUtils､ＣＯ.,218ＮＷ､６６， 

６９qowal928)(公用収用手続において、損失の

要素の一つとして、将来の購入者が、当該土地

に高圧送電線が存在していることを理由とした恐

怖に関する専門家証言を考慮することは適切であ

ると判示した)．しかし、同州では、これと異なる

判断を下した判決もある。ButseelowaPower＆

IjghtCo・v6Stortenbecker,334Ｎ､W2d3260owa

Appl983)(この判決では、下級審が、不動産の

市場価値に対して、送電線から生じる健康被害

に関する恐怖が影響するとした専門家証言を認め

たことを適切ではないとし、その理由として、当

該専門家にとって、送電線による健康１騨書の合理

的な可能性を結論づけるだけの十分な証拠は存在

していないとした)．

(497）SbeRyanv・KansasPower＆UghtCo.,８１５

Ｐ､2.528(Kanl991)． 

(498）SeeClaiborneE1ec､Coop.,Inc.ｖ､Garrettl 

357ｓ0.2dl251qa､CLApp､1978),Iｍｍｍｊｅｄ 

359ｓ0.2.1306(Lal978)． 

(499）長年にわたって、ミズーリ州は中間的判例法

理に固執してきた。SeeWillseyMKansasCity

Power,６３１Ｐ,2.268,275(KanCt､Appl981） 

（citingPhillipsPipeLineCo.ｖ・Asmeyう６０５

ｓ.Ｗ､2.514,517-18“０.CtbApp､1980)).しかしな

がら、ミズーリ州最高裁は、この判決の後、明白

に先例を破棄してはいないものの、多数判例法理

を採用するに至った。SBeMissouriPubSerMCo・

vJuergens,760ｓ.Ｗ､2.105,106.07(Ｍ0.1988） 

（enbanc).このJueIgens判決では、危害に関する

リスクによる市場価値の減少は、公用収用手続に

おいて補償の対象となるとして、ここで問題とな

るのは、リスクそのものではなく、残地の価値を

実際に減少させたリスクに対する恐怖であるとし

ている。ノ｡Ｉ（quotingPhimpsPipeljne,６０５

ｓ､W2dat518).興味深いことに、この判決では、

これまで中間的判例法理を維持してきた根拠とな

っていたPhillipsPipeljne判決に依拠し、そのな

かで多数判例法理の立場を支持した部分のみを引

用している点である。lmseeajsoMissouriHigh‐

ｗａｙ＆Ｔｂ･ａｎｓｐＣｏｍｍＩｎｖ､Horine,７７６ｓ・Ｗｋ２ｄ６，

１２(Ｍ0.1989)(enbanc)． 

(500）SeeCityofSantaFもvKomis,845Ｐ､2.753

（N､Ｍ､1992)（後で詳述する核廃棄物輸送道路の

建設により引き起こされた不動産価値の下落に対

する損失補恢請求事件)．

(501）SeeCriscuolav・PowerAuthofN.Y・’６２１

Ｎ.E､2.11950V.Y61993)． 

(502）SEeOhioPub・SewbCo.v､Dehring,172Ｎ.E・

必８(OhioCLAppl929)．

(503）SbeBasmElec・PowerCoop.,Inc.ｖ､Cutler，

217Ｎ.Ｗ2.798,800(ＳＤ,1974)(適正な資格を持

つ証人は、公用収用手続において、当該不動産

価値と、当該不動産価値に下落をもたらす要因

について、たとえその要因のいくつかが推測的な

性質のものであっても、証言することができると

判示した)．

(504）SeeAppalachianPowerCo.ｖ､Johnson,１１９ 
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(531）Iuat277． 

(532）IdLat27767a 

(533）ＩｄＬ 

(534）ＩｄＬ 

(535）Iuat279． 

(536）815Ｐ､2.528,533匹an､1991).カンザス州最

高裁は、この多数判例法理を少数判例法理とい

う名前で呼ぶということの発端となったフロリダ

州第２地区控訴審裁判所によるCaseyv・FIorida

PowGrCorp･判決（157ｓ0.2.168,17071(Ｆ１a､2d

DCAl963)）を、普遍的な法理として支持した。

カンザス州最高裁は、この多数判例法理に基づく

見解を述べながらも、この法理をCasey判決にな

らって、少数判例法理という名称で呼んでいる。

16,,815Ｐ､2.at533-34． 

(537）」､ﾉﾋﾞ､,815P2dat533､同判決は、さらに、市

場における一般公衆の抱く恐怖の影響に関する証

拠の導入を認める一方で、個人的な恐怖に関して

は、それが専門家証言であろうとなかろうと、こ

れを認めることはできないと結論づけている。m

at533-34． 

(538）１６ﾉ、,815P2dat532．

(539）Iuat536． 

(540）845R2d753(1992)． 

(541）nLat755． 

(542）１１ 

(543）この収用の３ケ月前の時点で、地元新聞にお

いて、WIPPへのバイパスとこれに関する94の記

事、写真、意見などが掲載された。Iuat757．

(544）IdLat755． 

(545）DefendantAppeUeelsAnswerBnefat3,City 

ofSantaFevKomis,８４５Ｐ､2．７５３（1992）010. 

20,325)． 

(546）KbmiS,845E2dat755-56． 

(547）ldUat755． 

(548）１．１ 

(549）Ⅲ． 

(550）mat756． 

(551）PetitionelbAppellantlsReplyBriefatl-2,Ｃｉｔｙ 

ｏｆＳａｎｔａｍｖ・ＫＣmis，８４５Ｐ､2．７５３（1992）

（20,325)． 

(552）DefmdantsAppeUees1AnswerBriefat2,Ｃｉｔｙ 

ｏｆＳａｎｔａ鹿MKomis，８４５Ｐ､2．７５３（1992）

ＳＥ､253(Val923)． 

(505）SeeStatev・Evans,612Ｐ､2.442(Wash・Ｃｔ

Ａｐｐ､1980),１℃vUonothergmmds,634Ｐ､2.845 

（Wash､1981>,modiiTed649P､2．６３３（Wash、

1982)． 

(506）157ｓ0.2.168(FIa2dDCA1963)． 

(507）518ｓ0.2.895(Hal987)． 

(508）QHseyl157So､2.at168． 

(509）ldlatl707L 

(510）ノeJmmg召,518ｓ0.2dat897．

(511）ｊｕ 

(512）luat898． 

(513）凪

(514）kLat896． 

(515）皿

(516）liat897． 

(517）kLat897b900． 

(518）kLat899， 

(519）621Ｎ.E､2.1195(N・Y1993)(疋Ver召mgZa砂

pavlgnav・NewYork,588Ｎ・YS､2.585(AppDiv、

1992))． 

(520Ｍｕ 

(521）Idlatll96． 

(522）１１ 

(523）matll97;seeajSoRichardA・Reed,鹿ar

andLowelingRmperlyVaIuesmlVewYmkT 

BmfofCbnsequenZmlDamagCs1fDmIIQmceIも

phohia〃ｉｎ歯ｅＷ２１ｋＢｏボCIiScuojavBPower

AuthonibmftheSm蛇ofNewYmib66N.Y・STBJ、

３０，３４(1994)(Criscuola判決とニューヨーク州に

おける公用収用に対する影響について論じてい

る)．

(524）631Ｐ､2.268(Kan､CLApp､1981)． 

(525）815Ｐ､2.528,533区an・'991)．

(526）WmSey)631Ｐ､2dat270． 

(527）nlbカンザス市電力は、特に、被上訴人側の

専門家証人である不動産鑑定証人による送電線

に対する潜在的買主による嫌悪感による不動産価

値の下落に関する証言に強く反対した。Jdlat270‐

７１． 

(528）IdLat279． 

〈529）１１

(530）ldLat279-80． 
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（20,325)， 

(553）845P2dat756． 

(554）１m 

(555）jdLat757． 

(556）ＩｄＬ 

(557）ｊｄＵ 

(558）ＩｄＬ 

(559）mat758． 

(560）ｊｄｂ 

(561）Ｉｄ 

(562）ｊｄＬ 

(563）Seejdb 

(564）ＩｄＬ 

(565）PetitionerbAppeUantIsBriefin-Cｈｉｅｆａｔｌ３， 

CityofSantaFもｖ・ＫＣmis,１１４Ｎ.Ｍ,659,845Ｐ､2．

753(1992)(No.20,325)． 

(566）845P､2.at758(citingN.Ｍ・REvidll-403)．

(567）凪at759．

(568）皿

(569）jdLat760． 

(570）PetitionelbAppellant1sBriefin-Chiefatl6， 

CityofSantaFW､ＫＯmis,１１４Ｎ.Ｍ､659,845Ｐ､2． 

753(1992)、0.20,325)．

(571）845P2dat758 

(572）皿

(573）皿at760．

(574）凪

(575）DefendantsRAppeUee1sAnswerBriefat2q 

CiWofSanta圧ｖ・ＫＣmis,８４５Ｐ２ｄ７５３（1992）

（N020,325)(citingNM・REvid､11-401)．

(576）845R2dat760． 

(577）１．１ 

(578）SeeBmndon,supranote2,at43(フロリダ州

とニューヨーク州における多数判例法理への判例

変更は、他の見解をとる諸州に対して影響を持つ

可能性があるとしている)．

(579）なぜ、公益企業が厳格責任に等しい責任を

負うべきかについて、これを法と経済学および正

義論の立場から証明しようとする試みとして、前

掲注424のSchutt論文を参照のこと。

(580）Sbee､9,Miss・CodeAnn､49-33-7(e)．

(581）SeeUS・CoNsT・amend.Ｖ､また、大多数の

州は、連邦憲法修正第５と同様の収用条項をもつ

ている。ＳＵｅ,ｅ､９，IndCoNsT・art・I，§１８;MAss・

CoNsT・Partl,artblO;MIcH､CoNsT・artbmII,§１；

ＮＹ､CoNsT､arLI,§７． 

(582）SeeJohnE・Theuman,Anno画tim,SUpneme

CburtIsVfewnsastoWhatCOnsl廿血随ｓ〃njdng〃

WfthmMeanjhgofFIlfhAmendmentbRmhjbjL 

的nAgHjnsmajUngofPm/HtB児mperカバmhout

血stCbmpensalJDn,89ＬED2d977,983(1988)．

(583）皿

(584）ＩＣＬ 

(585）Ｓbe,ｅ､9,KeystoneBituminousCoalAss1n 

v､DeBenedictis,480ｕｓ､470,495(1987)． 

(586）ScePennCenLTransp・ＣＯ・ＭＮｅｗＹＯｒｋ

ＣｉＷ,438ｕｓ104,124(1978)． 

(587）SEeNoUanMCalifOmiaCoastalComm1,,483 

ｕｓ,825,831-32（1987);Lorettov・Manhattan

CATVCorp.,458ｕｓ､419,426(1982);PennCent・

Transp.Ｃ０．，４３８ＵＳ､ａｔ124． 

(588）SeeHrstEnglishEvangelicalLutheran 

ChurchofGIendalevCounq/ofLosAngeles,482 

ＵＳ､304,316（1987);PermsylvaniaCoalCo.ｖ、

Mahon,260ｕｓ393,395(1922)． 

(589）土地の所有権には、一般的に、当該土地の

表面の上空の所有も含まれる。SeeStoebuck，

sUpnmote429,at153.伝統的な法理では、土地

の上空に対する所有権限について、高度による制

限は存在しない。皿しかし、この古典的理論は、

現代の判例法理では支持されていない。SeeUnib

edStatesv・Causby,328ｕｓ､256,26061(1946)．

現代の判例法理では、不動産所有者の所有権は、

航空機が飛行する高度にまで及ぶ財産権を持つも

のではなく、これよりも低い地表に近い部分の空

中に関する財産権に限定されている。SeeStoe

buck,supranote429,at153． 

(590）Ｓ巴emeuman,sUpmnote582,atlOO8．

(591）260ｕｓ､327(1922)． 

(592）jdkat328． 

(593）皿

(594）ｊｄ 

(595）328ｕｓ､256,262-63(1946)． 

(596）IdLat258-59． 

(597）Seejdbat267． 

(598）SeeidLat265． 
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(615）mat622． 

(616）Ｓｂｑｅ､9,TWittyv・StateofNorthCarolina，

354ＳＥ､2.296,3040W.C.1987)． 

(617）SeeStoebuck,sUpmnote429,at165． 

(618）SeeidLatl6465． 

(619）Seelves妃ｒｖ､CityofWinston､Salem，１

ＳＥ､2.88,88(1939)(原告の所有地に隣接する下

水処理場、焼却場、および畜殺場からの悪臭、ね

ずみ、灰、煙および虫等は、ニューサンスと公用

収用とを構成する）；CityofLouisvilleMHehe‐

man､,l71SW､165,166(I｡､1914)(近隣に位置

するごみ集積場からの悪臭と蝿等は、公用収用を

構成する）；CityofGeorgetownv・Ammeman，

136ｓ.Ｗ202,203(Ky､1911)(原告の所有地に隣

接する市のごみ集薇場からの悪臭は、ニューサン

スを構成し、これは公用収用に該当する)．

(620）233US546(1914)． 

(621）nlUat549． 

(622）Iulat548． 

(623）Iuat555-57． 

(624）mat555． 

(625）ｌｄＬ 

(626）376P2dlOO(or､1962)． 

(627）matlO1． 

(628）SeejUatlO3． 

(629）SeeiUatlO6.なお、オレゴン州憲法では、

収用に関する規定はあるものの、「損害による

（damaged)」補償の規定は存在していない。Ｓｅｅ

ｊｕ 

(630）lUatlO607． 

(631）IUatlO9． 

(632）nLatlO7． 

(633）IdLatlO4・多くの法学者は、連邦最高裁によ

るBatben判決の法理を非論理的であると批判し

ている。See,ｅ9.,RIcHARDAEPSIEIN,TAIuNGs：

PRIｗ【IEPRoPERIYANDTYIEPowERoFEMINENT

DoMAIN51q985)． 

(634）See,ａｇ,Johnsonv､CityofGreenevine,435 

ｓ.Ｗ､2.476,481(renn､1968)(Thomburg判決を

引用し、その法理に基づいて、飛行場に近接する

原告の居住地の有効利用ができなくなった場合、

あるいは、その利用に対して重大な侵害をもたら

した場合には、公用収用を構成すると判示した）；

(599）Seenat261-62． 

(600）nLat266P67． 

(601）ldbat266(quotmgUnitedStatesv・Cress，

243ｕｓ､316,328(1916))． 

(602）369ｕｓ､84(1962)． 

(603）juat87． 

(604）皿at91(Black,Ｊ,dissenting)，

(605）Iuat89． 

(606）艶eibLat89-90;UnitedStabesv･Causby,328

ｕｓ256,265(1946);PoltsmouthHarborLand＆ 

HotelＣ０．Ｖ､UnitedStates,２６０Ｕ,S､327,32930 

（1922)． 

(607）Ｓ巳eeg,Bat力ｅｎｖ・Uniiだ．States,306Ｈ２。

580,584(10thCir､1962)(軍飛行場におけるジェッ

ト機のオペレーションが、近隣不動産所有者にと

って、煙、振動、および極度の騒音を引き起こし

ていたが、連邦控訴裁判所は、飛行機が直接的

に不動産所有者の土地の上空を飛行した場合にの

み収用が認められ、当該軍事基地における飛行機

による原告の不動産利用の侵害の量自体は、それ

が原告の不動産利用の全てあるいはほとんどの利

益を奪うものではないので関係なく、合衆国憲法

第５修正における公用収用に該当しない）；Ayery

MUnitedStabes,330Ｒ2.640,645(CtCL1964） 

（連邦海軍航空基地の航空機は、原告が所有する

いずれの不動産の上空を物理的に侵害していない

ので、当該不動産に関する航空地役権は成立せ

ず、近接する飛行機の発する音あるいは衝撃波に

よる不動産侵害が単なる不法侵害やニューサンス

ではなく、実際の物理的侵害による収用を構成す

ることを前提にしている判例は存在しない)．

(608）See,ｅｇ,UnitedStatesMCausby,328Ｕ､S, 

256,265(1946)． 

(609）Seeid8at26465;PortsmouthHarborLand 

＆HotelCo.ｖ・UnitedStates,２６０ｕｓ､327,329-30

（1922)． 

(610）SbeCBmsby;328ｕｓ･at264P65;Pmsmoulbh 

HarborIand260U.S・at329-30．

(611）SCeRichardsv・WashingtonTemlinalCo.，

233ｕｓ､546,553,556(1914)． 

(612）KEEIDNErAL,sUprHnote326,§87,at619． 

(613）凪

(614）juat622-23． 
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HenthomMOklahomaCity,４５３Ｐ､2.1013,1015‐ 

１６(Olda､1967）（mombulg判決が、航空機の雛

発着により不動産利用と権利の享受に対する侵害

が存在する場合には、逆収用訴訟においてニュー

サンスの主張が可能であるとした法理を支持し、

かつ、この法理の下で、ニューサンスを榊成する

に至る実質的侵害が存在するか否かは、陪審によ

る事実認定により決定されると判示した）；Aarun

vCityofLosAngeles,４０ＣａＬＡｐｐ,3.471,484-85 

（1974）（この判決では、①飛行機の高度を問題に

し、直接的に上空を飛行することを要件としてい

る従来の法理を否定したThomburg判決を支持

し、原告の不動産の有効利用が実質的に侵害さ

れる場合には公用収用が成立する可能性があると

し、②連邦最高裁によるRichaldsMWashington
TemlinalCo,判決（233ｕｓ､546(1914)）におけ

る一般公衆が被っているのと同程度の付随的損害

に対する補恢は認められないが、原告の被った特

別損害（specjalandpeculiardamage）は補償の

対象となるという法理を採用し、③飛行場に隣接

する土地所有者に対して、飛行機の騒音により当

該不動産価値の減少に対する補償が認められるた

めには、（i)当該飛行場を利用する航空機が、こ

れらの不動産の利用及び利益の享受について実質

的な侵害を引き起こすものであるとともに、（ii）

この侵害の程度が、一般公衆にとって受忍すべき

限度を超える特別なもので、十分に直接的なもの

であることが要件であり、（iii)この実質的侵害が

存在しているか否かは、事実及び法的問題が合わ

さったものであって、陪審により判断されるもの

である、と判示した)．

(635）すくなくとも、２５の州が、このような損害条

項を持っている。Ｓ巴e,ｅ､g,ARIz・coNsnartn，§

１７;ARKCoNsT・altII,§２２;CALCoNsT・arLI,§

１４;ORCoNsT､art・I,§１６．

(636）391Ｐ２ｄ５４０(Wash､1964)． 

(637）IdLat543､ワシントン州憲法では、公的ある

いは私的利用のために、正当な補倣がなされない

まま私的財産が収用あるいは損害を受けることは

認められないと規定されている。SeeWAsH

CoNsT､art１，§１６． 

(638）Manmn,391P2dat547． 

(639）SeeidLat546． 

(640）lLat545． 

(641）Idbat546-47． 

(642）皿

(643）SeeT1lornburgv・PortofPorUand,376Ｐ､2.

100,10506(ｏｒ､1963)． 

(644）生eidLatllO．

(645）電磁波被害を訴える不動産所有者の一部は、

かれらが家の裏庭を歩くたびに実際の電気ショッ

クを経験すると主張している。もしもこのような

物理的侵害によるニューサンスが存在する場合に

は、蝿磁波による健康被害に対する恐怖に伴う精

神的損害と不動産価値の減少とに加えて、容易

に収用を櫛成するものと立証することができるで

あろう。ｓもe,e､9,HighVOltageDebate,NATLJ.，
Aug､17,1991,ａｔ2027. 

(追記・訂正）

(1)追加参考文献

本稿（上）で取り上げたSanDiegoGasand
ElectricCQv,Covalt判決（人間環境論集第１巻

第１号18頁）については、以下の論文で詳しく論

じられていることが判明したので、ここに引用す

る｡PaulLacourdere,E､爪mnmema】mhhgsand
theCaHjbmjaPuhjibU1ni比ｓＣｂｍｍｊＳｓｉｍ:ｍｅ

ＣｂｖｎﾉtDecjSjOn,５HAsmvGsW.-N.Ｗ､J･ＥＩｗ.Ｌ＆ 
PoLIYll5（1998)． 

(2)米国における電磁波による身体的損害賠償請
求訴訟のその後の展開

新聞などを見る限り、本稿（上）論文を脱稿し

た後で、米国で提起された電磁波による身体損害

賠恢請求訴訟は、①携帯電話の使用で脳腫瘍にな

ったとして米国メリーランド州の神経内科医が、

モトローラ社など相手取って8億ドルの損害賠償

請求訴訟（'億ドルの填補損害賠償と７億ドルの

懲罰的損害賠償）を起したとの報道旧経新聞

2000年８月４日）と②携帯電話使用による電磁波

などの影響で脳腫瘍になったとして、米国の患者

や遺族らが携帯電話大手ベライゾン・ワイヤレス

などを相手に合計数10億ドルに上るとみられる損

害賠倣請求訴訟を米国内で起す予定との報道（日
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経新聞2000年12月28日）が存在した。本稿（中）

脱稿時において、いずれの訴訟に関しても原審判

決は出ていない。

また、②の報道記事によれば、世界保健機関

(WHO）の研究所が電磁波による健康被害に関す

る疫学的調査を進めているが、結論が出るのは

2004年ごろと見られているとのことである。

(3)訂正

本稿（上）論文の注25及び注71において、椎

橋邦雄先生のお名前を誤って「椎原邦雄」と記載

いたしました。謹んで訂正させていただきます。

(以上、2000年２月18日脱稿）

(以下、次号）
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